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要約

本稿は、アメリカの都市計画を理解するためのひとつの手がかりとしてカリフォルニア州

の土地利用計画・規制システムを、州法とサンフランシスコのプランニング・コードを通し

て明らかにしようとしたものである。わが国の都市計画が、1992年の都市計画法改正を含め、
もっぱらツールの導入に力を注ぎ、システムの改善を怠ってきており、バブル経済下の都市

問題に的確に対応することができなかったという問題意識から、特に土地利用計画・規制シ

ステムの把握に力を注ぎ、わが国の都市計画システムを相対化しようとした。

本文では、都市計画権限や関違法の構成など基礎的事項の整理の後、都市計画のシステム

を支えるふたつの主要な柱、土地利用計画・規制の構成とそれらの決定手続きについて検討

を進めた。以上の検討から、わが国との対比を念頭に置きつつ、カリフォルニアの土地利用

計画・規制システムをできるかぎり単純にまとめると次のようになる:1)地方政府にポリ

スパワーに基づく広範な土地利用規制権限が存在する。 2)規制や事業から自立した強力な

計商が存在する。 3)ゾーニングを中心に詳細で強力な規制が存在する。 4)ゾーニングなど

事前確定的規制の画一性をこえるチャンネルが用意されている。その場合の根拠は計画に求

められる。 5)裁量的判断が多用される。そのための手続きにおいては公聴会を中心においた

システムが組まれている。 6)計画と規制を決定する立法部門、それを現実に適用する実行部

門、判決を通して都市計画の具体的規準を形づくる司法部門、という明確な三権分立により

相1i.1こチェックが行われる。

これは「詳細で厳しいが弾力的な」土地利用計画・規制!と表現できるだろう。翻ってわが

国の都市計画は「緩やかで硬直的Jといえよう。違いの背景は、日本の都市計画が土地所有
権への国家による制限という形で展開してきたのに対し、アメリカでは豊かな生活環境を築

くために所有権相互の紛争を調整するルールとして積み重ねられてきたという点に求めら

れる。しかし、地方分権、自治体独自の土地利用計画・規制の進展というトレンドの下で、

事前確定型の土地利用計画・規制から協議型筏づくりへの移行、マスタープランの創設など

に踏み出したわが国の都市計画にとって、アメリカの土地利用計画・規制システムは今まで

に増して真剣な調査と検討の対象とならねばならない。

-千葉大学工学部建築学科
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1 .はじめに:アメリカの都市計画の何

を問題とするか

本稿は、アメリカの都市計画を理解するための

ひとつの手がかりとしてカリフォルニア州の土地

利用計画・規制システムを、州法とサンフランシ

スコのプランニング・コードを通じて明らかにし

ようとしたものである))。どのような観点からア

メリカの都市計画に関心を寄せるのか、問題意識

を整理しておこう。

1980年代はアメリカの都市開発や都市計画が大

変な関心を持ってわが国に伝えられた年代であ

る。 1980年代前半にはウォーターフロントやダウ

ンタウン再開発の成功が伝えられ、内需拡大やオ

フィス開発の要請から都市開発に関心を寄せるわ

が国のモデルとして関心が持たれた。このような

開発は、規制を撤廃し民間の活力を活用すること

で成功したと説明され、同様の処置がわが国でも

求められた。そして新しい開発の手法としてボー

ナス制度やTDRなどが注目された。一方、 1980

年代後半になると、アメリカの各都市がダウンゾ

ーニング、総量規制、リンケージ制度、モラトリ

アムなどの成長管理政策によって都市の成長を制

御しようとしている姿が伝えられた。これもまた

わが国の加熱する都市開発に対処する方法として

着目された。 1980年代を通してアメリカは規制緩

和と成長管理という一見正反対の姿を見せたこと

になる。

そして、わが国の都市計画はこれらの動向を受

け新たな制度を導入してきた。前半は一連の規制

緩和政策がとられ、自治体による要綱行政に制限

を加えるとともに、緩和型地区計画と呼ばれる流

れを作り出した。 1990年代に入ってからは都市計

画法改正において、細分化された用途地域、マス

タープラン制度、誘導容積制度などが導入された。

これら制度の多くはアメリカの手法を学んで導入

されたものといえよう。しかし、新しい制度がど

こまで的確なものといえるかは疑問である。緩や

かな一般規制のもとでの緩和型地区計画はどこま

で有効性を発揮できるのか。法律による全国一律

のメニューによる用途地域の細分化は果たして地

域の実情にあわせた町づくりを支えることになる

のか。都市計画権限を国に留保したままのマスタ

ープラン制度はすでにある公式・非公式の各種マ

スタープランに屋上屋を重ねるものではないの

か。答申段階でダウンゾーニングに比肩すると期

待された誘導容積制度は、限られた地区で街路等

の地区施設の整備を促進することに力点を置いた

限定された制度にとどまったのではないか。

今回に限らず、わが国の都市計画は外国からさ

まざまな制度を道具として学ぶことによって形作

られてきた。わが道具箱にはすでにさまざまな道

具がしまい込まれている。アメリカの成長管理を

実現した道具も、基本的なものはわが道具箱にも

備えられていたといえよう。しかし、この聞の都

市問題においてこれら道具が機敏かっ的確に使わ

れることはなかった。道具が有効に働くためには

使い手の技量が必要である。そして今回もまた技

量を無視して新しい道具が追加された(あるいは

技量に妥協して切れ味の悪い道具を追加した)の

だといえよう。

問題は道具を働かせるシステムである。海外の

制度を検討する場合も道具の背後にあるシステム

に着目すべきである。もとよりシステムをそのま

ま導入するためではない。その道具が機能するこ

とを支えているシステムを理解することが必要な

のである。そうすることでわが国のシステムを相

対化し、その問題点を明らかにしていくことがで

きるだろう。

本稿の目的は、以上の問題意識のもとに、アメ

リカの都市開発や都市計画の道具を支えるシステ

ムを検討することである。ここでは都市計画シス

テムを支えると思われるふたつの柱について検討

を進めたい。土地利用計画・規制の構成とそれら

の決定手続きというふたつの柱である。前者は、

計画一規制一事業、あるいは計画の2層制といっ

た計画・規制システムにかかわる課題である。後

者は、それらを働かせるための計画や開発許可を

決定するシステムにかかわる課題である。

以下では、まず都市計画権限や関連法の構成な

ど基礎的事項の整理を行ったあと、上記ふたつの
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柱についの検討を進めてL、く。

2.土地利用計画・規制の根拠と権限

カリフォルニア州では地方政府(市・郡)が土

地利用計画・規制に関する権限を有している。こ

れはどのような根拠に基づき、どの範囲まで許容

されるのであろうか。州と地方政府の関係は、日

本の固と自治体の関係のように考えて良いのだろ

うか。さらに、土地利用をめぐる法体系はどう

なっているのか、わが国のように都市計画の守備

範囲は限定されているのか、やや基本的な点をま

とめていこう。

2. 1 ポリスパワーと授権原則j

アメリカ合衆国では土地利用を規定する権限は

基本的に州政府にある。そのことは合衆国憲法に

規定されている。すなわち、合衆国憲法第10修正

(The Ten曲Amendmentto也巴Consti知tion)は、いわ

ゆる「留保権限」を規定しており(reservedpowers 

do曲ine)、「憲法が合衆国に委任しまたは州に対し

て禁止していない権限は、それぞれの州または人

民に留保される」と述べている。このように州に

留保される権限の中の主要なひとつとして「ポリ

スパワー」がある。そして土地利用規制は、それ

が公共の福祉に合理的に関連している限り、ポリ

スパワーのうちに含まれる。ここでポリスパワー

とは、広範な公共の利益を達成するために、政府

が有する私的活動を制限する権限であり、公衆衛

生、安全、モラルそして福祉を守るために使われ

る2)。

カリフォルニア州では市、郡などの地方政府が

広範なポリスパワーを有し、土地利用計画・規制

の権限を行使している。その根拠はカリフォルニ

ア憲法の、第11編、第7節にある。すなわち同節

は、「郡あるいは市は、その法域内において、一般

法と矛盾しない範囲で、あらゆる地域、警察、衛

生、その他の条例および規則を決め執行すること

ができる。」と定めている。

もちろん、地方都市のポリスパワーの行使は絶

対的なものではない。ポリスパワーに基づく土地

利用計商・規制はどの範囲までその権限を及ぼL

うるか、という点はたえず論争の的となってきた。

この点について、一般的には次の条件を指摘しう

る:

1.健康、安全、モラル、そして福祉という公共

的価値と合理的に関連していること。

2.以下の憲法上の原則と矛盾していないこと:

a. 法の適正な過程の概念(血E∞nceptof due 

process)、b. 公平の確保 (equalprotection)、C.

補償なき財産の不法な収用(由eunlawful句king

of property without compensation) 

3.州法に従っていること。

このような一般原則にも関わらず、地方政府が

土地利用権限を及ぼしうる範囲は、古くから一貫

して論点になってきた。有名な [Euclidv. Ambler 

RealtyCo.， 272 U.S. 365. 387 (1926)Jが地方政府

がゾーニングにより財産権を規制することを認

め、ターニングポイントとなったことは知られる

とおりである。その後ポリスパワーは柔軟な権限

(elastic power)としてかなり幅広く認められるよ

うになり幻、今日では成長管理のような広範にわ

たる規制も地方政府の権限に含まれるとされるに

至った。

2. 2 地方政府の種類

以上のように地方政府の権限は、憲法と共に州

法によって枠組みが与えられている。そこで次に

地方政府の土地利用計画・規制の権限の枠組みと

なる州法の構成を明らかにしなければならない。

しかしその前に、地方政府には法的地位の異なる

いくつかの種類があることを念頭に置く必要があ

る。

カリフォルニアの場合、郡と市という二種類の

地方政府が存在する 4)。郡は、州を細分割したも

のであって(カリフォルニアは58郡に分割され

る)、州による被造物であり、その第一の目的は州

の政策を実行することである。

郡に対して市(464市5))は州の被造物ではない。

市は、その地域の市民によって、彼等自身のため

に、都市サービスを供給するために創り出された

ものである。市はさらに、憲章市(charter city )と
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一般法市 (genera1lawcity )の二種類に分かれる。

大都市および歴史のある都市の多くは憲章市で、

現在の数は81である 6)。それらは独自の憲章を有

し、その憲章によって土地利用プロセスを打ち立

てる自由裁量権を与えられている。後者は、一般

法に基づく市という意味で、「州の制定法に基づい

て設立・組織されており、事実上、州議会から与

えられる憲章を採用している」市であって「わが

国でいう行政事務や公共事務を除いて、州の制定

法で授権されていない事務を行うことはできな

L リ [田中1991]。

憲章市はわが国にはない概念である。たとえば

サンフランシスコ市郡7)の憲章は、「その用務、オ

フィサーと被雇用人に関して、あらゆる権利と権

限の行使に、必要、好都合、あるいは付随的なあ

らゆる法律、条例および規則を作成し:執行するこ

とができる。J(1. 101節)と市の権利と権限をう

たい、州法との関係については「市、郡、あるい

は市郡に属する権利や権限を行使するための手続

きが、カリフォルニア州法により提供されている

場合は、異なった手続きがこの憲章の中で、ある

いはこの憲章のもとで決定された条例によって提

供されていない限り、その手続きが支配し、それ

に従うものとする。J(1. 102節)と州法による手

続きの活用を規定しているo

州法のある規定が憲章市に適用されるのかされ

ないのかは、必要に応じて条文中に注記されてい

る。ジェネラルプランとゾーニングについては次

のようである:

・ジェネラルプランは、憲章市にも作成が義務づ

けられている (Gov.Code 65301節)。しかし、

ジェネラルプランを扱う「計画およびゾーニン

グ法」の第3章全体は、原則として憲章市に適

用されない (65700節)。

・ゾーニングの場合も同様で、ゾーニングを扱う

第4章は原則として憲章市に適用されない

(65803節〉。従って憲章市は、独自の規定をそれ

ぞれの憲章またはコードに定めるか、州法を採

用することをコードに書き込むかすることにな

る。

ただし、これらの規定はあくまでも原則であり、

各節、各編に頻繁に「これは憲章都市にも適用す

る」と注記されており注意を要する。

2. 3 カリフォルニア州法

(1)土地利用システムを構成する法律事草

カリフォルニア州の土地利用計画・規制に関す

る法律は、州法のうち、主に州政府の統治的行動

を扱う Ithe Govemment Cod巴」の中にまとめられ

ている。しかし、その他のコードにも関連する法

律は散らばっており、それら全体がカリフォルニ

アの土地利用計画・規制システムを構成してい

る。主なものをあげると次の通りである 8)。

• The Planning and Zoning Law (Govemment Code : 

65000節-66025節);ガパメントコード:第7タ

イトル「計画と土地利用J 第1部「計画とゾ

ーニング」がこれにあたる。最初の65000節にこ

の第7タイトルを表記のように呼ぶ旨が規定さ

れている。カリフォルニア計画システムのもっ

とも中心をなす法律で、主な内容はジェネラル

プラン (65300節以下)とゾーニング (65900節

以下)であるが、そのほかにも負担金や手続き

規定などが含まれている。

• The Subdivision Map Act (Government Code 

66410節-66499.58節);上記第7タイトルの第

2部である。地方政府に敷地分割(宅地造成と

いうべきか)をガイドする規則確立を要求、敷

地分割が秩序正しく合理的に行われることが確

実になるよう、地方政府に権限を与えている。

以上の、ジェネラルプラン、ゾーニング、サブ

ディビジョン・マップの3つは土地利用計画・規

制の基本的な 3つの道具といわれる。

• The California Environmental Quality Act (Public 

Resources Code: 21000節以下);CEQAと略

称される。地方政府に、裁量権によって認可が

行われるあらゆる公的および私的な開発プロ

ジェクトについて環境評価を義務づけている。

ジェネラルプランも対象となる。

• The CoastalAct (Public Resources Code: 30000節

以下); 1972年のイニシアチプで成立。沿岸地域

について特別の計画要件を定め、沿岸の計画を

監視する強力な州機関、沿岸委員会(白eCoastal 
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Commission)を設立することを定めている。

. The Community Redevelopment Law (Health & 

Safety Code: 33000節以下);再開発に関する法

律。市および郡に衰退した地区の再開発を行う

強力な権限(収用権など)を与えている。

土地利用にかかわる法律は多岐にわたるが、わ

が国のように農地、森林、都市が縦割りにされて

いるということはなく、農地は基本的にゾーニン

グの中で扱われる(後述)。国土利用法のような上

下関係に位置する土地利用法も存在しない。従っ

て、都市計画という用語もほとんど用いられない

(土地利用計画が一般的)。

(2) The Planning and Zoning Lawの構成

もっとも基本をなす rTheP1anning and Zoning 
Law (Gov. Cod巴 65000節-65025節)Jの構成を表に

示そう。その主な内容は次の通りである:

・第1章「一般規定 (65000節-)J 言葉の定義
などのほか、差別禁止の宣言 (65008節)と司法

審査の一般的な規定 (65009-65010節)のふたつ

が主な内容である。前者は住宅事情の逼迫を背

景に、地方政府が低中所得者向けなどの住宅を

そのことを理由に制限することを禁止してい

る。後者はジェネラルプラン、スペシフィック

プラン、ゾーニング条例などの決定に対する訴

訟の期限を定めたものである。いずれも憲章市

にも適用される。司法審査に関しては、ジェネ

ラルプラン、ゾーニングなどの章にも固有の規

定がおかれている。

・第1. 5章「計画調査室 (65025節-)J:州の知

事部局に置く計画調査室(血eGovemor's Offic巴

of Planning and Research、略してOPR)という組

織の設置と役割に関する規定である。あわせて

土地利用計画のあり方が述べられている(第2

編「州の方針と議会の意図の表明J)o0 P Rは

州レベルの組織であるが、権限の大部分は地方

政府にあるから、法的な権限は強くない。 OP

Rは、ジェネラlレプラン・ガイドラインとCE

QAガイドラインを作成する。前者は単なる参

考であるが、後者は法的拘束性を有する。

-第2章「地域計画地区 (65060節-)J r地域
計画法 (RegionalPlanning Law) Jと名付けられ

地方政府を超えた地域に関する計画を扱ってい

る。ただし、条文のほとんどは1963年に制定さ

れたままであり、いくつかの解説書にもまった

く登場しないことから、ほとんど死文化してい

るものと思われる。地方政府の境界を越えた都

市化に対処したり、地方政府が個別にとる行動

を調整することは州法の変わらぬテーマと見ら

れ、その後も地域レベルの計画に関する規定が

強化されてきた。

・第2.3章「長期交通計画 (65070節-)J第2.
5章「交通計画およびプログラミング(65080節

-)J第2.6章「混雑管理 (68088節-)J: ~ 、
ずれも交通計画に関するものである。このうち

最初に制定されたのは2.5章(1972年)である。

しかしそこで意図された地域交通計画は結局作

成できず、改めて2.3章 (1992年)によるカリ

フォルニア交通計画 (CalifomiaTranspo巾 tion

Plan)を作成することとしたものである。2.6

章(1989年追加)は、新しい州機関、混雑管理

機関 (CongestionManagementAgency一CMA)を

設立し、地域的な重要性を有する道路について、

一定のサービス水準を維持することを地方政府

に要求する「混雑管理プログラム(Congestion 

Management Program -CMP) Jを作成しょうとL、

うものである。地方政府がこのプログラムに応

じることができないと、混雑管理機関は、プロ

ポジション111(1990年6月)で生み出された増

額されたガソリン税収入のその地方政府の取り

分を引き上げなければならない。

・第2.7章「公聴会 (65090節-)J:準司法的な

処分ではデュープロセスが要求される、この章

に定められた方式に基づいた通知の後、公聴会

を開催しなければならない。ジェネラルプラン

やゾーニングの決定は立法行為であって、一般

的にはこの要件からはずれるが、やはりこの章

に基づく通知による公聴会を行うべきことがそ

れぞれの章に規定されている。

-第3章「地方計画 (651003節-)J:地方政府に

よる計画に関する章である。この章の規定は憲

章市には適用されない (65700節〉ーただし基本

的なことは適用される。65100節から始まる第1
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編では、各地方政府が計画機関を設立すべきこ

とが規定されている。一般には、計画委員会と

して設立されている。65300節からジェネラルプ

ランに関する規定が始まる。最初の65300節が地

方政府(憲章市を含む)にジェネラルプランの

作成を義務づける節である。第8編 (65450-

65457節)では、スペシフィックプランが規定さ

れる。スペシフィックプランはジェネラlレプラ

ンとゾーニングの性格とを併せ持っておりこの

位置に置かれている引。ジェネラルプランには

少なくとも 7つの決められたエレメントを含む

ことが要求されているが、中でもオープンスペ

ースと住宅については特に州議会の関心が向け

られており、編を別に設けて多くのページが割

かれている(オープンスペースは第10.5編、住

宅は第10.6， 10. 7編入

・第4章「ゾ一二ング規制 (65800節-)J ゾー
ニングに関する規定である。この章の規定も原

則として憲章都市には適用されない(65803節〉。

ゾーニングとジェネラルプランの一致を求める

いわゆる合致要件 (consistencyreq凶rement)は、

ゾーニングの決定、変更手続きなどを決めてい

る第2編「規制の適用」の65860節に規定されて

いる。 1984年に開発合意(PropertyDeve10pment 

Agreements -DAs)の規定が加えられた(第2.

5編)。開発合意はディベロッパーがイニシアチ

ブなどの成長管理条例で開発が困難になるのを

避けるひとつの手段として活用される 10)。第4

編「オープンスペースゾーンニングJはジェネ

ラルプランの第10.5編「オープンスペース・ラ

ンド」に対応するもの。

-第4.2章「住宅開発許可 (65913節-)J第4.
3章「密度ボーナスその他インセンティブ

(65915節-)J:アフオーダブルな住宅開発を維

持、促進するために制定された章である。地方

政府にアフオーダブルな住宅を建設することに

同意したディベロッパーに密度ボーナスを与え

ることを要求している。これらの規定は憲章市

にも適用される。第4.2章は、ジェネラルプラ

ンの第10.6編「住宅エレメント」に対応してい

る。

-第4.4章「機関閣の照会 (65919節)J : r提案」
をその決定によって影響を受ける機関と照会し

あうことについてのルールを決めた 1節だけの

短い章。

・第4.5章「開発プロジェクトの審査と許可

(65920節-)J 許可促進法 (PermitStr巴aming
Act)と呼ばれ1977年に制定された。開発許可プ

ロセスを標準化し、その促進を狙ったもので、

期限を明確に定め、もし期限以内に決定がない

場合は、許可されたと見なされる。この章は憲

章市を含むあらゆる許認可権限を持った公共機

関に適用される。

・第4.7章「学校施設 (65970節-)J:学校施設

法と呼ばれている。この法律は、地方政府が住

宅開発許可の条件として、教室その他関連する

施設のための土地の供出、負担金の支払いある

いはその両方を要求することを認めた法律であ

る。この法律ができるまでは、影響を受ける学

校区は過密についての理由説明書を作成しなけ

ればならなかった [C町出19935J2b(3)]。その

後、学校施設の負担金に関する別の法律が設け

られたため(第4.9章:65995節ほか)、今はあ

まり用いられなくなった。

・第4.8章「環境改善に関する許可(65990節-)J
:ほかの章の規定に関わらず、環境改善のため

の許可や行為が優先することを定めた短い章。

1981年追加。

-第4.9章「開発プロジェクトに対する負担金そ

の他の支払い (65995節-)J第5章「開発プロ
ジェクト負担金(66000節-)J第6章「自然災害
の後の開発プロジェクト負担金 (66010節-)J
第7章「特定の目的への負担金(66012節-)J第
8章「様々な負担金の決定手続き(66016節-)J
第9章「異議申し立て、訴訟および清算(66020

節-)J 第4.9章から第8章まで負担金に関
する規定が続く。いずれも比較的新しい。この

中では、第5章「開発プロジェクト負担金JC1986

年追加)が重要である。この法律は、開発負担

金の必要性、使途を明確にさせることにより、

負担金徴収に一定の縛りをかけようとしたもの

である。第9章は、負担金に関する司法審査に
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ついて定めた章である。

以上、計画およびゾーニング法は、あくまでも

計聞と規制に関する法律であって、公共施設など

にかかわる事業制度は含まれない。わが国の都市

計画法が、地域地区や地区計画などの土地利用と

ともに市街地開発事業や都市施設を都市計画と定

義しているのとは異なっている。公共事業等はそ

の体系の中で独立して実施される。計画と事業の

関係については後述の社会資本改善5ヶ年計画が

両者を橋渡しする。

さらに、州法に関する概要からは、地方政府が、

開発負担、開発許可、成長管理などについてポリ

スパワーを発揮していくことに対し、州議会が、

徐々に厳しい枠組みを構築してきたという経過を

見て取ることができる。特に対象とされている分

野は、成長管理政策などによる低中所得者向け住

宅建設戸数制限への歯止め、農地を含むオープン

スペースの確保、開発負担金の合理化、開発許可

の促進、交通混雑の緩和である。これらは憲章市

へも適用されるものとされており、州と市・郡な

どの地方政府の聞に一定の緊張関係が存在するこ

とがうかがえる。わが匿の、宅地開発指導要綱な

どをめぐる国と地方自治体の関係によく似ている

が、双方が州法と条例という立法過程を通して向

き合っている点が大きく異なっているといえよう

(わが国では、宅地開発指導要綱は行政指導であ

り、それに対する国の「行き過ぎ是正」は通達に

よって行われた)。また、対立点の最終的な決着は

司法を通してなされると考えられる。

2. 4 地方政府における決定機構と決定の穫類

(1)三権分立

州、市、郡を含め、政府は一定の機構を有して

おり、それらが一定のルールの下で機能すること

により、立案、決定、実行が行われる。土地利用

計画・規制に関する決定においては、議会、計画

委員会およびその専門スタッフがそれぞれの役割

を果たしている。

まず、わが国との最大の違いは議会の役割であ

ろう。この点は基本的には三権分立から説明され

る。アメリカでは、州も連邦とまったく同じよう

に厳格に立法部門 (legislativebranch)、実行部門

(exe叩 itivebranch)、可法部門 (judicalbranch)の

3つの部門から構成されている。地方政府もまた

基本的にはこの3部門から構成される。議会が決

定したことを、行政が実行し、司法がチェックす

るという構造からすれば、ジェネラルプランやゾ

ーニングを議会が決定するということはあまりに

も当然といわねばならない。

とはいえ、どの決定まで議会が関与し、どこか

らを行政に任せるかということについては一義的

に決まるわけではなく、一定のルールが必要であ

る。そのルールは州法に規定されている。憲章市

ではそれぞれの憲章に定めがある。

議会は、市は rcity councilJ、郡は rboardof 

supervisor百」と呼ばれる。議員数は通常5人である。

ただし、サンフランシスコは郡と市が合同してお

り (boardof supervisorsである)議員数は11人であ

る。ロサンゼルス市議会は15人である。議員数は

わが国に比べて格段に少ない。

しかし、実行部門において、選挙で選ばれたオ

フィサー、あるいは市長または議会の任命する委

員会がかなりの決定権限を有していることに注意

する必要がある(サンフランシスコ組織図参照〉。

法律の解釈や適用で判断が必要なことについて

は、官僚ではなく、このようなオフィサーや委員

会が決定するということが原則である。土地利用

計画・規制ではそのような委員会のひとつとして

計画委員会が重要な役割を果たしている。

(2)計富機関

州法は各市および郡が必要な権限を有する計画

機関 (planningagency)を設置することを求めて

いる (65100節)。市/郡の議会は条例によって、

計画機関の機能を、計画局(planningdepartment)、

ひとつあるいは複数の計画委員会 (planning

commission)、行政機関あるいはオフィサ一、議会

それ自身、あるいはそれらの組み合わせのうち、

適切かつ必要と思われるものに割り当てる。寄jり

当てが決められていないときは、議会が計画機関

のあらゆる機能を実行する(65100節)。一般には計

商委員会が計画機関となる。計画委員会は議会に

直接報告し、メンバーは議会が決定する。複数の
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サンフランシスコ市機構図(出典 (Jacobs1980) ) 

人、機関と相談し助言する。

(f)地方計画およびプログラムとほかの公共機関

の計画およひeプログラムとの調整を促進する。

(g)議会が規定するその他機能を行う。それには、

このタイトルによって要求あるいは権限が与え

られたもの以外の調査を行い計画を作成するこ

とを含む。

以上は、州法の規定であって、憲章市には適用

されない。憲章市はそれぞれの制度で計画機関の

設置を決める。サンフランシスコの場合、憲章の

第3編「行政部門」、第5章「行政部局・委員会」、

パート 3I都市計画局」に規定がある。都市計画

局は、都市計画委員会(CityP1anning Commission)、

計画ディレクターおよび必要なスタッフからなる

ことや、都市計画委員会の定員、任期、報酬など

が定められている。なお、サンフランシスコでは

図 1

計画機関を設置することもできる(65101節〉。計

画機関は次の役割を巣たす (65103節)

(a)ジェネラルプランを作成し、定期的に見直し、

必要に応じて改訂する。

(b)スペシフィックプラン、ゾーニングそしてサ

プディビジョン条例などを決定することにより

(ただし決定はこれら三つに限定されなL、)、ジ

ェネラルプランを実行する。

(c)市あるいは郡の社会資本改善プログラムおよ

びその他地方機関の公共事業プロジェクトを、

ジェネラルプランとの整合性の観点から、レビ

ューする。

(d)ジェネラルプランおよび関連する規則への、

人々の関心、コメント、そして理解を高める努

力をする。

(e)ジェネラルプランの実行についてさまざまな
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定員7人のうち、 5人は市長が任命する。残りの

2人は助役と公共事業局長という職権による委員

で、全体として行政よりの体制がとられていると

いえよう(3. 521節)。

(3)地方政府の決定一3つのカテゴリー-

政府による決定は、「立法的決定J(legislativeact) 

「準司法的決定J(quasiオudicalact) i行政的決定」

(rninist巴rialact)の3つのカテゴリーに分類され

る11)。

「立法的決定Jは議会の議決による決定である。

ジェネラルプランやゾーニングの決定、修正が原

則として議会の議決によることはすでに見てきた

とおりである。立法的決定の一般的なルールでは

厳格な手続に基づいて開催される公聴会は必要な

い。しかし、州法はジェネラルプランやゾーニン

グの決定、修正の場合について、それを義務づけ

ている。また、カリフォルニアでは立法行為はイ

ニシアチプ 12)やレファレンダム 1g)の対象とな

る。

「準司法的決定」とは、立法政策を個々の開発プ

ロジェクトに適用することである。条件付き利用

許可 (ConditionalUse Perrnits -CUPs)やゾーニン

グ適用除外措置(variance)がこれにあたり、一般

に計画委員会が判断を下す。適用にあたっては、

政策を解釈することが必要であり、判断する側に

自由裁量権が必要となる。ただし政策を決めるわ

けではないという点が立法的決定と異なる。決定

にあたっては、一定のルールに従って市民に通知

された公穂会が必要である。また、決定は市議会

または郡議会へアピールすることができる。しか

し、イニシアチプやレファレンダムの対象とはな

らない。

「行政的決定」とは、地方政府が自由裁量を持た

ない行為である。たとえば、すでに開発許可を得

た建築の許可がこれに相当する。これは、一定の

条件に合えば義務的に許可を発行するというもの

で、わが国で穏束行為などと呼ばれているもので

ある。自由裁量を含まないので、スタッフレベル

の判断に委ねられる場合が多い。もちろん、イニ

シアチプやレファレンダムには従わない。

なお、 CEQAによる環境評価は「公共機関に

の裁量的許可を必要とするプロジェクトに適用」

される (21080節)。従って行政的決定にかかわる

プロジェクトは対象とならない 14)

3.土地利用計画・規制のシステム

以上の基礎的事項を念頭に置きつつ、まずカリ

フォルニア州の土地利用計画・規制の構成を検討

しよう。わが国の都市計画からの関心でいえば、

次のような点が注目される:ジェネラルプラン

(マスタープラン)と土地利用計画・規制の関係に

ついて、その法的構造がどのようになっているか、

全国一律のメニューから自治体が選択するわが国

のゾーニングに対して、カリフォルニアのそれが

どのような特徴を持っているか、成長管理など新

しい政策の根拠として、ゾーニングはどのような

変容をとげているか。

3. 1 州法の規定するジェネラルプラン、ゾー

エング、その棺E関係

アメリカでは、ジェネラルプラン、ゾーニング、

サブディビジョン・マップが都市計画の主要3手

段とされる。単純には、ジェネラルプランは計画

であり、後2者はそれを実現するための規制手段

と位置づけられる。しかし、実際にはプランとゾ

ーニングの関係は唆味な面があり大きな論点とな

る15)。カリフォルニア州法は、それぞれがどのよ

うな役割を負い、どのような相互関係を持つべき

としているのか、特徴をあげてみよう。

1) 州法は、憲章市を含むすべての地方政府に

ジェネラルプランの作成を義務づけているが

(65300節)、ゾーヱングについては最低限の原則を

定めているにすぎない (65800節)

これはプランニングとゾーニングの歴史的な経

過と現在の位置をよく示しているように思われ

る。知られるように、ゾーニング規制は、近隣へ

の迷惑を制限するコモンロウの原則を根拠に、 20

世紀はじめに地方政府のイニシアチブによって始

められたものである。 1907年のロサンゼルスのゾ

ーニング条約、 1916年のニューヨークゾーニング

条例などがその先駆例として知られている。その
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後、連邦の標準州ゾーニング授権法(StandardState 

Zoning Enabling Act -SZEA)で権限の法的位置が

整理され、さらに、かの [Euclidv. Amb1er Rea1ty 

Co.， 272 U.S. 365， 397(926) Jで司法上も確定され

た。

それに対し、アメリカにおける都市計画制定の

動きは、 1928年に商務長官ノ、ーパート・フーパー

により、連邦法として、標準都市計画授権法l引が

制定されて以来、各州が計画法を定め、地方政府

に計画作成を促進するようになってから進行した

といわれている。カリフォルニアでは、その 1年

前の1927年に地方政府にマスタープランを作成す

る権限を与える全米初の法律が制定されており、

それが連邦授権法を契機に義務つずけ法へと改正さ

れた。いわば、ゾーニングは権利として始まり、

プランニングは義務として始まったのである。

2 ) ゾーニング祭例をジェネラルプランと一致

させることが規定されている:

これは合致要件 (consistencyrequirement)と呼

ばれ、ゾーニングの章におかれている(65860節)。

1971年に制定された 17)。この要件によってゾーニ

ングとジェネラルプランの地位が逆転したと言わ

れる。改正前のこの節は「州も市もゾーニング条

例適用に優先してジェネラルプランを適用するこ

とを要請されなL、」というもので、 1971年までは

ジェネラルプランはガイドラインにすぎずゾーニ

ング優先の状態が継続していた。

すでに見たようにゾーニングに関する第3章は

原則として憲章市には適用されない。従って、ロ

サンゼルスを除く憲章市は、もしそれら憲章市が

この憲章や条例でゾーニングがジェネラルプラン

と合致することを要件としないならば、その要件

から除外される。現在、 83の憲章市のうち、 60都

市がそのような合致要件を定めた条例を有してい

る [Fu1ton1991 J。 しかしながら、 [Curtin 1992 

2B4cJは不一致の場合は「ゾーニング条例がコ

ミュニティの一般的福祉と合理的に関連しておら

ず、したがって、市のポリスパワーの乱用である

という推定」を抱かせると指摘した判例があるこ

とを紹介している。

ジェネラルプランは、ゾーニングだけでなく、

サブディビジョンマップ、公共事業をその他の土

地利用に関する決定を「垂産的に」規定する 18)。

言い方をかえれば、ジェネラルプランとその他の

土地利用決定の聞には垂直的な整合性が要求され

る。このことから、ジェネラルプランは「あらゆ

る将来の開発に対する憲法」と位置づけられるこ

とになる 1的。

なお、垂直的整合性とともに、水平的整合4性=

内部的整合性が求められる (65300.5節)。あたり

まえに思えるが、議会があっちの顔もこっちの顔

も立てて矛盾した政策を通してしまうことを防ぐ

ためという [Fulton1991] [Curtin 1992 2B6J。

3) rジェネラルプランは開発の方針に関する
声明からなり、目的、原則、基準、そして計画提

案を説明するダイヤグラムおよびテキストからな

る」とされ、 7つのエレメントを含むことを義務

づけている (65302節)

この規定に法律の想定するジェネラルプランの

性格を見て取ることができる。まず、図面の表現

はマップでなく、ダイヤグラムとする(この変更

は1965年に行われた)。その理由について [GP

Guidelines 1990 Jは州司法長官のまとめた次の 3

点を紹介している 20)。

・計画と実行手段を混ぜこぜにすべきでない。そ

うしないと、幅広い見方が日々のディテールの

処理の中に見失われてしまう。

・マスタープランは目標との関係を表現すべきで

ある。それはさまざまなアクティピティを有す

る敷地をピンポイントするのではなく、土地利

用問の適切な関係を議論すべきである。

-従ってプランをマップで示すことは望ましくな

い。なぜならマップは位置を表すからである。

ただし、州法はダイヤグラムの詳細さや正確さ

のレベルに制限を加えているわけではない。あと

で見るように、サンフランシスコのダウンタウ

ン・プランではゾーニングマップと間程度のマッ

プが表示されている。

テキストについては、同ガイドラインは rGoal

-0吋ective-Policy -Implementation Measur巴」とL、う

構成を提案し、次のような例を挙げている:

・ゴール:市内の街路から自動車の混雑がなくな
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る。

-目的:この十年以内に、交通信号を有するあら

ゆる幹線の交差点におけるサービスのピーク時

間レベルを受け入れ可能なものとする。

・方針:市はサービスC以下のピーク時間レベル

の幹線交差点に左折車線を設ける。

・方針:サービスD、EあるいはFのピーク時間

レベルの幹線交差点に対し、市は左折車線だけ

ではサービスCのピーク時間レベルが実現しな

いときは、左折信号を設ける0

・実現手段左折車線用の土地や信号は、条件付

利用許可、建築許可あるいは仮地図と連動して

課せられる開発負担金でまかなう。

・目的:次の8年以内にダウンタウン駐車場を

100%増やす。

・方針:市はふたつのダウンタウンの駐車場ビル

の開発を進める。

.実現手段:市は也巴Parkingand Buisiness Improve-

ment Law of 1979によってダウンタウンの駐車

場ピルの資金をまかなう。

以上から、ジェネラルプランは、土地利用計画

にかかわるさまざまな課題に関する、目標、方針、

実施手段についての市民の合意文書ということが

できょう。

さて、課題はエレメントという言葉で表現され

ている。義務づけられている7つのエレメントと

は、土地利用、交通、住宅、オープンスペース、

騒音、安全である。地方政府は、この7つの義務

エレメントに加えてオプションのエレメントを設

定することができる (65303節)。二種類のエレメ

ントの法的地位は全く同等である。さらに、地方

政府はジェネラルプランの構造をどのように組み

立てるかについて大きな自由度を与えられている

(65300.7，65300.9節)。そして、それらのエレメン

トを結合することができる (65301節)。すなわち、

各地方政府はかなり自由な内容とスタイルで計画

を作成することができる。

なお、州議会はオープンスペースと住宅に関し、

特段の関心を示しており、それらの内容等につい

て編を改めて規定している。特に住宅については、

多くのページを費やしている。たとえば住宅エレ

メントについては、戸数制限をする場合、それが

地域の住宅供給を減少させることを正当化する書

面による理由説明が要求されている (65302.8節)

(通常、立法行為についてはこのような理由説明は

要求されなL、〉。

4) ゾーヱングの規制内容は詳細にわたり、地

区計画に匹敵する規制が可能である:

ゾーニングの具体的内容について、州法ではま

ず条例により可能となる規制を列記した後(65850

節)、「議会は、郡、市あるいはその一部を、この

章(第4章、ゾーニング規制)の目的を実行する

のにもっとも適していると見なされる数、形およ

び区域のゾーンに分割することができるJ(65851 

節)、「あらゆるそのような規制は各ゾーンを通し

て建物の分類あるいは種類あるいは土地の用途ご

とに一定であるものとする。しかしあるタイプの

ゾーンに於ける規制はほかのタイプのゾーンに於

ける規制とは異なることができるJ(65852節)、と

ゾーニングの基本要件を規定している。特にゾー

ンごとの土地所有者は平等に扱うという「一様性」

の規定は、ゾーニングの正当性を担保する重要な

要件である 21l

65850節に列記された規制は以下の通り:

(a)建物、建造物、土地(工業、ビジネス、住宅、

農業・リクリエーション・美しい景観の楽しみ

.自然資源の利用およびその他の目的を含むオ

ープンスペース〉の用途の規制

(b)サイン、看板の規制

(c)以下のすべての規制:

(1)建物および構造物の位置、高さ、大きさ、

階数、サイズ

(2)敷地、ヤード、コート、その他オープンス

ペースの大きさと用途

(3)建築あるいは構造物で占められる敷地割合

(4)土地利用の強度

(d)道路外の駐車場と荷捌き場の要件

(巴)建物セットパック・ラインの設定、維持

cf)シピックセンター、公園、公共的建物、ある

いはグラウンドの周辺のシビック地区を生み出

すために必要な規制。

(a)(f)が用途規制、 (c)-(巴)が形態規制である。
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これらについて州法にはより具体的な規定はな

く、どのようなゾーニングを設定するかは原則と

して地方政府の裁量にまかされる。もちもん、わ

が国のように用途規制と形態規制がワンセットに

なってメニューを構成しているなどということは

ありえない。こうして、地区の特性に応じたゾー

ニングを設定することが可能である。また、地区

計画に匹敵する詳細な規制が可能である。

農地もゾーニングの対象となる。 1エーカーあ

たり 1戸というような超低密度のゾーンが指定さ

れる。また、ジェネラルプランの義務エレメント

であるオープンスペース・エレメント(Localopen 

space p1anと呼ばれる)に従って、オープンスペー

ス・ゾーニングを決定することが義務づけられて

いる (65912節)。この中では農業専用ゾーン

(Exclusive Agricultural Zone)などが指定される

[Updat巴~6. 14J22)。このように、わが国の市街

化調整区域や農業振興地域に相当する土地利用規

制はゾーニングの一貫として扱われる。

5 ) 一般規制としてのゾーニングに対し、その

一般性・画一性から生じる問題を回避するための

さまざまな措置が組み込まれている:

このような措置として、州法には、暫定ゾーニ

ング (65858節)、プレゾーニング (65859節〉、条

件付き、ノ、ーニング(65901節〉、適用除外措置(65906

節〉が規定されている。州法においては、前2者

の決定は立法的行為、後2者の決定は準司法的行

為である。

暫定ゾーニング (interimzon血gordinace)は、「ゾ

ーニング条例の決定に先だって要求される手続き

に従わずに、議会は公衆の安全、健康および福祉

を守るために、緊急手段として、議会、計画委員

会あるいは計画局が検討または調査または調査し

ようとしている考慮中のジェネラルプラン、スペ

シフィックプラン、あるいはゾーニング提案とコ

ンフリクトを起こす用途を阻止する」条例である。

決定には議会の4/5の賛成が必要であり、効力に

は期限がある。

条件付き利用許可は、各用途地区の権利として

許可される基本的な用途とは別に、計画機関が裁

量権を持って決定する利用許可である。適用除外

措置は、「その不動産にあてはまる特有の状況一大

きさ、地形、立地あるいは周辺条件を含むーのゆ

えに、ゾーニング条例の厳格な適用が、そのよう

な不動産から、近隣の理想的なゾーニング類型に

おかれたほかの不動産が享受している利益を奪っ

ている場合」に与えられる救済手段である。

これら裁量的ゾーニングは徐々に拡大されてい

る。その具体的展開については次節でサンフラン

シスコを事例に改めて触れよう。

6 ) ジヱネラルプランと公共事業は社会資本改

善プログラムとして調整される:

ゾーニングやサブディビジョン・マップととも

に公共事業がジェネラルプラン実現の有力な手段

となる。この両者はどのような仕掛けで連結され

ているのであろうか。州法の規定するところは次

のようである:

まず、計画機関は、(a)実行手段についてのレポ

ートをまとめ、(b)その進捗状況について年次報告

をすることが義務づけられる (65400節)。一方、

公共事業を行う機関は、それらの公共事業の提案

を議会の指定する機関に提出する。当該機関はそ

れらをプログラム化し、計画委員会へ提出する

(65401節)。さらに市および郡は、ジェネラルプラ

ンと関連した社会資本改善プログラム (Capital

Improvement Program -CIP)を作成することができ

る。これは、どのようなプロジェクトを行うか、

その財源をどうするかを計画する五ヶ年計画であ

る (65403節)。

サンフランシスコ市では、憲章その他において

都市計画局に社会資本改善プログラムを作成する

機能が与えられている(憲章第6編「予算および

財政管理 (6.202節)J)。これもプロジェクトとマ

スタープランの整合性を検討し、財政にあわせて

作成される 5ヶ年計画である。

このような仕組みは円滑に機能しているのだろ

うか。 CJacobs1980 p.42Jの次の引用はその実態の

一部をうかがわせる r社会資本改善プログラミ
ングにおける都市計画局の実際の役割は憲章で規

定されているよりもかなり小さい。ちょっと見る

とかなりの責任一計画の実行のために公共資金の

用途を決め調整するーのように見えるが、実際は
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ずっと小さい。市長および議員に示されるプロ

ジェクトの長いリストのうち、上位の重要なもの

は通常の税収入ではまかなわれていない。州のガ

ソリン税による道路のために取りのけられている

財源のような用途が決められた資金はそれ自身が

優先順位を持っており、しばしば地方計画の考え

方とは草離している。主要な社会資本改善のため

の資金は、しばしば従価税ではなく単一目的の債

権発行でまかなわれてきた。さらに、資本改善プ

ログラミングにおけるブランナーの役割は資本改

善諮問委員会 (CapitalImprovem巴ntAdvisory 

Committee)によって制限されている。これはCA

o ( Chief Adminis甘ativeOfficer)によってその地位
が与えられているハイレベルの調整委員会で、議

会に示された提案に優先順位を設定する役を行

う。サンフランシスコの政治構造からは、諮問委

員のリーダーシップによるものと異なるものを、

都市計画局が決めるのは困難である。」

ジェネラルプランが公共事業を直接規定するこ

とをうたった節は州法には見られない。[update

~ 2. 21]は、地方機関による公共事業はそれ自身

のジェネラルプランと一致していなければならな

いとする判例と、州規模の地域機関(この例では

ロサンゼルスの高速交通地区)によって企図され

ている公共事業は一致しなくともよいとする判例

とを紹介している。

3. 2 サンフランシスコ

以上のような形でジェネラルプランとゾーニン

グによって構成される土地利用計画・規制jシステ

ムは、具体的にはどのように展開しているのだろ

うか、サンフランシスコを事例に検討してみる。

採り上げるのは、 1980年代後半においてサンフラ

ンシスコで展開された成長管理政策である。

(1) ダウンタウン・プラン

サンフランシスコでは、 1970年代後半より過熱

する都市開発に対し、一連の成長マネージメント

政策が採られてきた。なかでも、メルクマールと

なったのは、 1981年のリンケージ政策、 1985年の

ダウンタウン・プラン、 1986年のプロポジション

M成立の3つであった。まず、ダウンタウン・プ

ランを採り上げよう。

ダウンタウン・プランは、サンフランシスコの

超高層ビルが建ち並ぶ中心地区に関する計画で、

それまでも繰り返されてきた開発抑制の住民運動

を背景に作成された。また、 CEQAを根拠に行

われた1981年のリンケージ政策が、州議会の決定

により法的根拠を失ったことから、独自の条例制

定に迫られていたとされる 23)。ダウンタウン・プ

ランにはリンケージの条例化はもちろん、ダウン

ゾーニング、開発者負担の強化、歴史的建造物の

保護などの開発制御手法が盛り込まれた。サンフ

ランシスコのみならず、全米大都市でも始めての

ダウンタウンにおけるオフィス開発を対象にした

総合的な都市成長管理政策と言われるものでみ

る。これが土地利用計画・規制jシステムの中でど

のように行われたかがわれわれの関心である。

1983年に原案が示され、 1985年9月17日にプラ

ンニング・コードの改正が行われた(条例ぬ414-

85)。ダウンタウン・プランは、ダウンタウンのエ

リアプラン(ジェネラルプランを構成する地区別

計画)およびそれを実行するために改正・追加さ

れたプランニング・コードのテキストとゾーニン

グマップからなる一連の文書および図面である。

なおジェネラlレプランはサンフランシスコではマ

スタープランと呼ばれている。サンフランシスコ

のマスタープランは大きく、エレメントと地区別

計画 (AreaPlan)のふたつの部分から構成されて

おり、ダウンタウン・エリアプランは後者のうち

のダウンタウンに関する計画である。

計画と規制の関係からいって、マスタープラン

レベルで街づくりの方向性が合意され、その内容

の検討とともに、プランの実行手段であるコード

(ゾーニングを含む)の追加・修正が準備され、最

終的な議決に至るのではと考えられるが、案の段

階から、エリアプランもコードの追加・修正も併

せて検討されている 24)(決定はマスタープランが

都市計画委員会、コードやゾーニングマップの修

正が議会による一後述)。議会は原案に対し、年間

オフィス供給量を95万平方フィートに制限する節

の追加、原案では1000%(従前は1400%)であっ

た最高容積率の切り下げ (900%)などの修正を加
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え可決した。

(ダウンタウン・エリアプラン)

まず、マスタープラン=ダウンタウン・エリア

プランについて。成長管理の大方針は、目的一方

針からなる一連のテキストの最初[商業空間]に書

かれている:

-目的市の生活および労働環境全体の強化を

確実にするよう経済成長と変化を管理する。

-方針本質的な実質利益を生みだす開発を促

進し、望ましくない結果を最小化する。修正す

ることのできない本質的に望ましくない結果を

もたらす開発を抑制する。

この計画の中核は、適切な成長は認めるが、

その影響は積極的に管理するということである

すなわち、変化がサンフランシスコの性格や

活力を消失させるような場所では建築を禁止す

る。ここで推奨されているプランにおける成長

の最大許容量は、現在のプランニングコードで

許容されるよりもはるかに低い。現在のコード

は、実際に期待しうるよりも、あるいはもっと

重要なことには、望ましい水準よりも、はるか

に高い成長水準を許容している。この計画の提

案の下で、ダウンタウンのオフィスの成長率は、

年平均160万平方フィートから84万平方フィー

トへ大幅に減速されると推定される。

マスタープランにはさらに実現手段が書き込ま

れる。「目的6:商業空間の位置と密度Jに、ダウ

ンゾーニングを含むゾーニングの改訂方針が示さ

れている:

[Key Implementing Actions: ] 

C-3地区を「ダウンタウン土地利用および密度

計画」に合うように修正する。

ダウンタウン・オフィス (C-3-Q地区)

基本容積率を引き下げる;地区の区切りを改訂

する 1階の公共サービス用途を促進する。

ダウンタウン・小売り (C-3-R地区)

基本容積率を引き下げる;地区の区切りを改訂

する;小売り用途を 1階の主要な用途とする;

一般的に、一般大衆へサービスを提供するもの

にオフィスを制限し、大規模なオフィスは条件

付き用途によってのみ許可する;ホテルは条件

付き用途によってのみ許可する。

ダウンタウン・一般商業 (C-3-G地区)

基本容積以上は、条件っき用途として住居用途

を許容する;地区の区切りを改訂する 1階街

路正面沿いは小売りおよび偲人サービス用途と

なるよう促進する;既存の住宅を守る。

ダウンタウン・サポート (C-3-S地区)

基本容積を引き下げる;基本容積以上は、条件

っき用途として住居用途を許容する;地区の区

切りを改訂する;街路正面沿いに 1階小売りを

要求する;既存の住宅を守る。

以上のテキストには具体的な数字は書かれてい

ないが、添付された図面「ダウンタウン土地利用

および密度計画J(MAP 1ーダイヤグラムではな

L 、)にはゾーン区分とともに容積率の案が記され

ている(図2)。容積率だけでなく、用途もきめ細

かく誘導することが意図されている。たとえば、

大規模な開発・基本容積以上の開発については条

件付き利用許可を活用して、住宅の確保など用途

の誘導を図ろうとしていることがわかる。これら

は「小売り空間(目的3)Jや「住宅のための空間

(目的7)Jにうたわれている方針を実現する手段

と位置づけられる。

そのほか、建物の高さや大きさについても、高

度地区マップと最高高さなどの改訂を計画、さら

に「過去を保存する(目的12)Jでは、その手段と

して、重要な建物を分類して指定する、保存地区

を設定する、指定した建物からのTDRを許容す

る、をあげている。 TDRの移転先はC-3-0地

区のすぐ南の地区とされている。

(プランニング・コードの改正)

一方、プランニング・コードには大幅な改定が

施された。概要の紹介もかねて、変更点を見てい

こう。

-第1編 f一般ゾーニング規定Jは、目的(101節)

に続いて主に用語の定義が行われている。ここ

ではダウンタウン・プランによりいくつかの定

義が修正され、追加された。 102.9節「グロス床

面積」は床面積に算入しない床をいろいろと決

めているが、歩行者に開放される床や、子ども

ケア施設に提供される床などが、算入しないで
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サンフランシスコ、ダウンタウン・エリアプランの容積計画図

(出典 [Master Plan J ) 

る開発権の移転」などTDRに関する規定が導

入された。そして、 130節から149節の間に上記

プランのオープンスペースに関する方針を実現

するための多くの規定が改正、追加された0

・第1. 5編「路上外駐車場と荷解施設」は、各ゾ

ーンごとに建物規模に応じて備えるべき駐車場

や荷解き場について規定している。ダウンタウ

ン・プランはここに、C-3地区に関する交通管

図Z

もよい床に加えられた。

・第1. 2編「寸法、面積、および1オープンスペー

スjは、ゾーンごとの容積率や建築線や空地の

取り方に関する規定が定められている。ダウン

タウン・プランに伴う改正により、 124節「基本

容積率」で、上記容積計画に従ってC-3系地区

の基本容積率が切り下げられ、 127節「許可され

る基本床面積の移転」、 128節IC-3地区におけ
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表 1 カリフォルニア州、計画およびゾーニング法およびサンフランシスコ・プランニング・コード

GOVERNMENT CODEITJTLE 7目PLANNINGAND LAND USE/DJVJSION_I. PLANNING AND ZONING 

CHAPTER 1. GENERA L PROV ISIONS /addcd 1951. amcndcd 1956 ....……......・ 白川・ H・H・-………..........................~65∞0:6510
CHA円環1.5.OFFlCE OF PLANNING AND RESEARCH /addcd 1959 
Article 1. Gencral Provisions and Dcfinilions /addcd 1970・… " …山 0 ・…… ・・・・…"・.....・・ ・・・ ~65025:65028.2 
Article 2以c1a日lionof SI.IC Policy and Lcgislalivc 1日間I/addcd1970. …... ・"… .....……........・・・ ~65ω仕 65036.5
Arlicle 3. Eslablishmcnl and FunCliolL< of ofii∞of Planning and R四回陀h/addcd 1970…‘"一…・…・ 目"目…・ ~65031:65039 
釘ticJe4. Powers and DUlics /addcd 1970 ........................“……………山.....................~6504止 65ω0.9
Aniclc 5. Slalcwidc Environmcnlal Goal， and Policy Rcpon Jad似11970.......・H・.......，…..........".，.，.....................・M・............~65041: 65049 
CHAP1百:R2. REGIONALPLANNING DISTRICTS /addcd 1951.am叩dcd1953 
Anicle 1. Ge問問1Provision電and民finitions/addcd 1963 ..........・・ "..... …… ・… …....".......・H・-目 ~65町ω:650ω8 
Aniclc 2 Crcalion of Dislricls /addcd 1963 ......................・M・- ……… ・…" ・・・ ・ ………"… ・・ ~65061:65061.4 
Ar恥Ic3. Cily Scl凶 ionCommillc四 /.ddcd1963.......... ・・ M ・......…....・a・-“ "………田…・ … ‘川田山田.~65062
命ticlc4. Govcming Rody 削除d1963.........…・ … ・ .................・.....…・・……・"…・・・…・ ・......目.i65063: 65064.7 
Article 5. Powcrs and DUli目。fDi'lrict /addcd 1963… ・… ・・…・・・ ……・…....・H・-…......................“・H・a・~65(回5:65065.4 
Article 6. Regional Planning Dircclor }addω 1963..・H・-……“ ……“・山 … …… ・ …....・ …・・ ~65ω6: 65郎6.1
ArticJc 7. CQ.ordinalIon of Lc四1PI.nning }addc.d 1963 ..・H・..……・…山 …・山 …- … …"目......・ ~65067・65郎7.3
Article 8. Financ柑1Provisions }addcd 1963 … …….......・..…・・…山山 山・ …・・……・・ ~650ω: 650ω5 
CHAPTER 23 LONG.RANGE TRANSPORTATION PLANNING }addcd 1992 ...........…… ・……・山………目 ~6507唱:65074 
CHAPTER 2.5. TRANSPORTATION PLANNING AND PROGRAMMING /addcd 1972. amendcd 1978 …・………・… ~65080:6)侭6.5
CHA何百R2ιCONGESTωNMANAGEMENT Jamcndcd 19明9.. ……" …，."・……....・H・a・・・… ........・・・ ~65088:65089.7 
CHAPTER 2.7. PUBLlC HEARING /.ddcd 1984 ..・a・..・"."山 … ……… ……・・"………"一… …… ~65ω0:65ω6 
CHA門主R3. LOCAL PLAI¥'NING /addcd 1965 
Article ¥.1皿.1PI.nning Jaddcd 1965 . ・・…"..…・"・0 ・ ・.......……...........~65100: 65106 
加 iclc4 いngRangc Planning TmSl Fund Jaddcd 1992......... ・…・・ …...".. ……............"..... … ・~65250 
Articlc 5. AUlhorily for .nd SO('PC of Gcnc.ral PI.耐 /addcd1965 .............……・…H・..............・… .......~653∞:65307 
Article 6.防-cparation.Adoplion. and Amcndmc11l "f Ihc Gcncral Plan Jaddcd 1965. rcnamc 1984 ..................……............ ~65350: 65362 
釘ticle7. Admin照Imionof Gcncral Plan Ja，klcu 1965白・・… ・・……・ "・ ..........・ ・・・………・・・ ~654∞ヒ 65403
Arlic¥e 8. Spccific Plans Jaddcd 1965…...... ・ 白白 …… ・ …"“・ …・ "・・・・・ ……・…
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理プログラムなどを加えた。

・第1. 7編「遵守」は、コードを守る義務、執行、

既存不適格の扱いなど定める。ここには、ダウ

ンタウン・プランを実現するにあたっての経過

措置や除外規定が追加された。

・第2編「用途地域」は、各ゾーンごとの用途規

制を決めている。ダウンタウン・プランにより、

210.4節 rC-3地区:ダウンタウン商業」で、

C-3系地区の定義が改められ、あわせて許容用

途も修正された (215節「住居」、 216節「その他

住宅」、 219節「オフィスJ)。また、特別用途地

区のひとつに248節「ダウンタウンオフィス特別

開発地区」が加えられた。これはマーケットス

トリート南の開発が遅れていた地区で、上記128

節で定められた、 C-3-0地区の歴史的建物か

らのTDRの受け皿となる地区である。なおこ

の地区はC-3-0(SD)と略記される。

・第2.5編「高さと形態Jは、高さや階層ごとの

容積率の配分を定めている。エリアプランの同

名の項と対応する修正または追加が行われ

た。

-第3編「ゾーニング手続き」は、さまざまな許

可手続きに関する章である。プランニングコー

ドの修正、条件付き利用許可、ヴアリアンス、

暫定ゾーニングなど基本的な許可に、ダウンタ

ウン・プランによるrC-3地区の許可審査JIオ

フィス開発プロジェクトへの住宅要件」と「オ

フィス床の総量規制」の3つが追加された。IC-

3地区の許可審査J(306節)は、C-3地区では、

開発は特別の審査手続きをとることを規定した

もので、いくつかの一般的な規定が適用除外と

なるとともに、新たな要件が加えられた。「オ

フィス開発プロジェクトへの住宅要件JC313節)

は住宅リンケージで、前述の経過を経て、正式

にコードに組み込まれたもので、内容も強化さ

れた。「オフィス床の総量規制1)J(320節-324節)

はこの時点では3年間の時限的な措置であり、

対象は都心部に限定されていた。この点が批判

され、次のプロポジションMで修正されること

になる。

-第3.5編「手数料」では、ダウンタウン・プラ

ンよって設けられた許可等の手数料に関する手

続きが加えられた。

・第6編「サイン」は、広告の規制に関する規定

である。ダウンタウン・プランによる変更はわ

ずかである。

・第10編「歴史的、建築的、美学的なランドマー

クの保存」は、ランド、マークと歴史地区を定め

保存をはかることを規定している。ダウンタウ

ン・プランによる変更は特に行われていない0

・第11編 rC-3地区における建築的、歴史的およ

び美学的に重要な建物および地区の保存」は、

ダウンタウン・プランにより、エリアプランの

「過去を保存する」の項に対応して新たに設けら

れ、C-3地区の歴史的建物や地区の保存が扱わ

れている。 251の建物と 6つの地区が指定され

た。保存にはTDRも活用される。

以上、ダウンタウン・プランでは、計画である

マスタープラン(ダウンタウン・エリアプラン)

と規制であるプランニング・コードおよびゾーニ

ング・マップが同時に検討され、決定された。法

律に基づいて、法律にあらかじめ用意された(全

国共通の)道具を前提に計画が作成されるわが国

とは全く異なっている。マスタープランが決定(改

訂〉されれば、それは実現されなければならず、

その実現手段である法律が改正されなければなら

いのである。

(2) プロポジションM

ダウンタウンプランでは開発の制御が不十分と

考えた市民たちは、あらたにイニシアチブによっ

てプロポジションMを提起、これは1986年11月4

日に可決された。プロポジションMは4つの部分

からなる。パート 1 マスタープラン、パート 2: 

年間制限、パート 3:雇用、パート 4:可分条項

である。市のコードのどこをどのように修正する

かが記されている。

具体的には、プロポジションMは、プランニン

グコードのふたつの部分に修正を加えた。「パート

1 :マスタープラン」は、プランニングコードの

第1条に相当する101節「目的」の次に、新しい

101. 1節を追加し、同節(b)項にマスタープランの

内容を規定する次の8項目のプライオリティ・ポ
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リシーを設定、すでにマスタープランに設定され

ていた一般的な目標 (Goal)に、きわめて明確な

価値観を持ち込んだ:

(1)既存の近隣対象の小売業用途を保存し強化す

る、そしてそのようなビジネスにおける将来の

住民の雇用機会と所有権を強化すること、

(2)われわれの近隣の文化的経済的多様性を保存

するため、既存の住宅および近隣の性格を保全

し守ること、

(3)市のアフオーダブル住宅の供給を保持し強化

すること、

(4)通勤交通が市の交通サービスを妨害したり、

われわれの街路や近隣の駐車場に過剰な負担を

かけないこと、

(5)商業オフィス開発により、われわれの工業サ

ービスセクターが置き換わっていくことを守る

ことにより、多様な経済基盤を維持し、これら

セクターにおける住民の雇用と所有のための将

来の機会を強化すること、

(6)市は、地震による負傷と生命の喪失から守る

べく、最大限可能な準備を達成すること、

(7)ランドマークと歴史的建造物を保存するこ

と、そして、

(8)われわれの公園とオープンスペースそしてそ

れらの陽光へのアクセスとビスタを開発から保

存すること。

そして期限を切ってマスタープランをこのポリ

シーに適用するよう改正することとした。さらに、

ゾーニング条例とプライオリティ・ポリシーの一

致を、そしてゾーニング条例とマスタープランの

一致を求めた。サンフランシスコのコードでは、

ジェネラルプランとゾーニングの一致はいささか

あいまいであるが、それを明確にしたと言ってよ

いだろう。なお、この一致要件の対象には開発合

意も含まれている。開発合意が成長管理を逃れる

手段として使われることを防止しようとしたもの

と考えられる。

「パート 2:年間制限」は、このイニシアチプが

具体的な狙いとした点で、ダウンタウンプランで

新設されたオフィス総量規制の節に修正を加え

た。中心になるのは321.1節「年間開発調整」であ

る。内容を改めて簡単に整理すると、従来は規制

の対象外とされていた建設中、あるいは建設許可

のすでに下りているプロジェクトもすべて年間

950， 000平方フィートの制限に加える、さらに、そ

のようなプロジェクトが残っている限り、新規建

設の枠は475，000平方フィー卜とする、というもの

である。また、対象は都心部だけでなく全市とな

り、 325節「廃止条項」により、この制限は有権者

による投票で変更されるまで継続することとなっ

た。

その後、プライオリティ・ポリシーに基づいて、

ジェネラルプラン、コード、及びゾーニング・

マップの改正が進められてきた。コードについて

見ると、第 7編に混合用途地区 (Mixed-Use 

District)、第6編に近隣商業地区 (Neighborhood 

Commercial Dis位ict)が創設された。また、第4編

に住居地区 (ResidentialDistricts)を設ける作業が

進行中である 0993年春現在) 25) 

プロポジションMは、オフィス床総量規制を最

大の目標としつつも、その関係する節を直接修正

するだけではなく、一定のプライオリティ・ポリ

シーに従ってジェネラルプランを修正することを

求めた。その理由のひとつは、ジェネラルプラン

と一致しないゾーニングの変更は違法となる可能

性があるからであろう(初期のイニシアチプによ

る成長管理ゾーニングにそのような例があった)。

しかしこのプライオリティ・ポリシーは、そのよ

うな消極的な役割にとどまらず強力な指針とし

て、その後の計画・規制を導いてきたといえよう。

ひとつには、ゾーニングや開発合意が、このプラ

イオリティ・ポリシーおよびそれに基づいて改訂

されたマスタープランと一致しているべきことを

再規定した周到さが功を奏しているようである。

しかしそれ以上に、美辞麗句とあたりさわりない

表現になりがちな通常の計画目標に対し、明確な

価値判断を提示したことが重要であるように思わ

れる。

(3)まとめ:プランニング・コードに見る特徴

サンフランシスコのプランニング・コードは、

わが国の類似の制度と比較して、はるかに詳細・

具体的で、かつ強力なものであったといえよう o
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それはさらに成長管理政策を通じて、オーソドッ

クスなゾーニング条例の枠を超えて、大きく幅を

広げた。その特徴について、わが国との相違を念

頭に置きつつ、改めてまとめてみよう。

1 ) 基本的なゾーニングにおける規制が詳細に

わたっている:

ゾーニングにおける主要な規制対象は、州法に

あげられているものに比べ、さらにきめ細かく、

かっさまざまな工夫をこらして展開されている。

主なものは、敷地(最低間口、開発規模の上限な

ど)、容積率 (TDRを含む)、密度(住戸密度、

ベッドルーム密度)、高度、容積コントロール(上

中下層への容積配分〉、セットパック(前面セット

ノ〈ック、上層部セットパック)、ヤード(サイド、

リア)、オープンスペース、路上外駐車場、建蔽率

などである。

さらに、 1987年の改正で設けられた近隣商業地

区では、従来の規制対象に加え、街路側からの建

築外観、日覆い、キャノピー、街路樹、サイン、

営業時間まで、詳細に定められた。サンフランシ

スコのゾーニングは地区計画なみといってよいだ

ろう。

2 ) 裁量的ゾーヱングが多用されている:

成長管理の手段として暫定ゾーニング(InterIIn

Zon泊gCon甘ols)が、用途地区では条件付き利用

許可が幅広く普通に用いられている。サンフラン

シスコのプランニング・コードには、州法に比べ

次のような暫定ゾーニングの目的が列記され、よ

り積極的に活用することが意図されているようで

ある (306.7節):歴史的および建築的に重要な建

物およびエリアの保存/住居の近隣地区の保存/

住宅と商業がミックスした近隣およびエリアの既

存の性格を保存するためのそれらの用途の保存/

市の賃貸住宅ストックの保存/市の経済的バイタ

リティを保持し、市民に充分な仕事とビジネスの

機会を提供し、その住民、訪問者、ビジネスそし

て施設のための充分なサービスを保持するための

市の商業および工業の開発と保全ノオープンスペ

ースおよびその他のリクリエーションと施設へマ

イナスの影響を有する用途のコントロール/歩行

者と乗物の交通へマイナスの影響を引き起こす用

途のコントロール/公共交通機関へマイナスの影

響を及ぼす用途のコントロール。

低所得者向け住宅開発で知られるテンダロイン

地区では、同地区の居住用ホテルが観光ホテルに

建て替えられそうになったとき、この暫定ゾーニ

ングによるモラトリアムが課せられた。

一方、条件付き利用許可は、用途規制において

全面的に活用されている。ゾーニングが、事前確

定的規制という従来の枠を超えて開発許可制的性

格を持ち始めていることを示しているといえよ

う。 [Fulton1991 ]は、多くの都市が一定規模を超

える開発をこの条件付き利用許可によって裁量的

審査の対象とする動きがあることを紹介してい

る。なお、暫定ゾーニングの決定は議会による立

法行為であり、条件付き利用許可は都市計画委員

会による準司法的行為である(州法と異なる)。

3 ) 伝統的な用途帝11とは別の軸に、混合的な地

区の性格を維持するためのゾーニングが創設され

ている:

特別用途地区 (SpecialUS巴District)、近隣商業地

区、混合用途地区、保存地区(ConservationDistrict) 

が新たに設けられた。これらに中には具体的な地

名を冠してそれぞれの地区がコードの一節をなす

ものもある。各節では、通常の規制項目に加えら

れるその地区固有の規制項目(ボーナス等も含む)

が規定され、地区ごとの性格や目標にあわせたき

め細かい規制が図られている。

4 ) 基本的なゾーニングにさらに多くの規制

(許可)が付加されている:

すでに見たように、基本的なゾーニング(条件

付き利用許可， PUD 、ヴアリアンス、暫定ゾー

ニング)に、さらに、次のような規制が付加され

ている:c-3地区における許可審査/住宅付置

義務/子供のケア施設付置義務/近隣商業地区に

おける条件付き利用許可/オフィス開発総量規制

/沿岸開発許可

5 ) 従来の枠組みを超えた開発負担金賦課が行

われるようになった:

サンフランシスコはデンダロイン地区のホテル

開発に対し既存の居住用ホテルへの資金提供を課

したのに続き、ダウンタウンで開発を行う業者に



40 総合都市研究第55号 1995

対し、住宅負担金、交通負荷負担金、芸術負担金、

子どものケア施設負担金を要求する制度が作られ

てきた。本来、開発負担金は、住宅地の道路その

他施設などまさに必要な物理的施設の建設費用を

ディベロッパーに負担させるために始められたも

のである。しかし今や、より広範な都市政策を実

行する手段へと拡大している刊。

以上のサンフランシスコのプランニング・コー

ドをわが国に引き寄せてみれば、内容的には建築

基準法や都市計画法よりもはるかに自治体の指導

要綱との共通点が多いといえよう。わが国の法体

系では、このような内容を条例として制定するこ

とは、国の法律を超えることからほとんど不可能

だと思われる。もとよりアメリカでも全く自由に

条例が制定できるわけではない。しかし連邦法と

州法は基本的な枠組みを決めているだけであっ

て、具体的な制度の是非をめぐる判断基準は、成

長管理政策をめぐる裁判に見られるように、主に

判例を通して形成されると考えられる。

4. 決定システム

ジェネラルプランやゾーニングはどのように決

定されるのか、各種の許可申請に対して誰がどの

ようなプロセスで決定するのか。わが国において

も、市民共有の都市像を切り結ぶことに狙いがお

かれたマスタープラン制度の制定、あるいは協議

型町づくりの拡大とともに、このことは重要な諜

題となりつつある。ジェネラルプランが土地利用

計画・規制システムにおいて重要な位置を占め、

かっ裁量的決定が多用されるアメリカはその経験

が豊富な固といえよう。具体的には次の様な着目

点があげられる:どのような場合に計画や規制を

決定(改訂)しようとするのか、公聴会の実態や

ルールはどうなっているのか、行政救済と司法審

査の関係は?、確認と許可のような区別はあるの

か、司法審査はどのような役割を果たしているの

か。政治(=議会〉に多くを委ねるシステムのメ

リット、デメリットは何か。

なお、アメリカでは、ジェネラルプランやゾー

ニングの決定(修正)は同時に開発許可になりう

るという点に注意しておきたい27)。既存のこれら

の計画や規制に適合しない開発を行おうとするも

のは、それらの修正を求める申請を行うことがで

きる。ジェネラJレプランに関していえば、「ジェネ

ラルプランは(ディベロッパーへ)特定の権利や

義務を与えていない。しかしながら、ゾーニング

許可はジェネラルプランと一致していなければな

らないので、ジェネラルプランにおいて適切な土

地利用指定を得ることは、大部分のその他の開発

許可にとって実質的な前提条件である J2B)という

ことになるのである。すなわち、計画や規制の決

定(改訂〉の動機のひとつにディベロッノfーや土

地所有者の開発プロジェクトが含まれる。このよ

うに、決定システムという点では、計画・規制の

決定手続きと開発の許可手続きには基本的な差は

なく、手続きの差は、原則として決定の種類(立

法的、準司法的、行政的)に依拠する。

4. 1 決定のプロセス

(1) ジzネラルプラン

まず、ジェネラルプランから決定(改訂)に至

るまでのフローを見ていこう。ジェネラルプラン

は一般には議会の議決で決定・修正される。しか

し、通常の議決とは異なるプロセスが決められて

いる。その手続きは州法では第6編「ジェネラル

プランの作成、決定、修正 (65350節一)Jにまと

められている(憲章市には適用されなL、〉。

・まず、市民参加がうたわれる (65351節)。続く

65352節に関係機関への照会についての規定が

あり、照会すべき機関が列挙されている。各機

関は45日間(計画機関が期限を特定しない限り〉

の期限内にコメントをつけることができる。

・計画委員会がある場合は、まずそこで検討する

必要がある。検討にあたっては165090.65091節

に基づく通知のなされた公聴会J(後述)が必要

である (65353節)。公聴会の後、計画委員会は

書面の勧告を作成する。勧告は委員会の全メン

バーの過半数を下らない賛成投票で承認され、

議会へ送られる (65354節)。

・議会は、計画委員会の決定に対して関心のある

市民団体が決定後5日以内に議会へアピールす
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(出典(GP Guidelines 1990 1 ) 

るための手続きを決めるよう要求されている。

アピールは65090節に基づく通知のなされた公

穂会として行われる (65354.5節)。

・議会は、65090節に基づく通知のなされた公聴会

を少なくとも 1回開催した後、計画案を決定す

る (65355節)。議会は決議により、認可、修正、

あるいは不認可を決定する。決議は議会の全メ

ンバーの過半数の賛成投票によってなされる。

ただし重大な変更を加える場合は計画委員会へ

照会することが必要である。諮問の後、委員会

が45日あるいは議会が決めた日数以内に報告し

なかった場合は、認可の答申があったと見なさ

れる (65356節)。

・決議はレファンダムのための30日聞が経過した

後、発効する。住宅エレメントの決定と修正に

は付加的な条件がある (65580節以下〉。さらに、

CEQAによって要求される環境影響評価が、

市がその提案について最終的な決定を行う以前

に完成されていなければならない。

-決議されたジェネラルプランは翌日には、市民

の閲覧に供されねばならない。適当な費用を

取ってコピーも供される (65357節)0 [Curtin 

1992Jは、コピーがタイムリーに提供されな

かったためにジェネラルプランを無効とした判

例を紹介している。ジェネラルプランが修正さ

れたならば、その影響を受けるスペシフィック

プランなども整合性を失わないよう、必要なら

ば修正されなければならない (65359節)。

なお、ジェネラルプランの義務エレメントの修

正は、年4固までに制限されている。ただし、そ

の修正が、低中所得層の入居可能なユニットを25

%有する住宅提案を調整することが必要な場合は

除外される (65358節)。この節は、ゾーニング改

正があるたびごとに、計画を改正することができ

るとすると、計画と規制の一致要件の意味がなく

なることから、むやみに改正を防止するために設

けられている [Update@3.29J。

以上は、計画案(修正案)が決定手続きにのっ

てからのプロセスである。ではどのような機動と

プロセスで案が作成されるのであろうか。 [GP

Guidelines 1990 Jは8段階のプロセスを提唱して

いる(図 3)。図に示されているように、このステ

ップの全てを通して計画機関は「市民、公的機関、

公共施設会社、そして市民・教育その他のコミュ

ニティグループに、公聴会あるいは市あるいは郡

が適切とみなすその他手段によって、参加の機会

を提供する」ものとされる (65351節〉。また、環

境影響評価は案の作成作業と重なり合いながら進

められる。決定した計画は、モニタリングされる

(第8ステップ〉。モニタリングについて州法は、

計画委員会が議会に対しジェネラルプランの状態

や進捗状況につき毎年報告することを求めてい

る。モニタリングの結果、不都合が見い出されれ

ば改訂作業へはいる(第 1ステップ)。また、州法

は住宅エレメントについて少なくとも 5年ごとの

見直しを求めており、同ガイドラインは「各地方

政府は少なくとも5年に 1回ジェネラルプラン全

体を見直し、改訂すべきだ」としている。

なお、ジェネラjレプランはイニシアチプとレ

ファレンダムによって、市民が直接決定したり、

変更したりすることが可能である o



42 総合都市研究第55号 1995

(サンフランシスコの場合)

上記の決定プロセスは、憲章市には適用されな

い。憲章市は、それぞれの憲章またはコードにお

いてそのプロセスを規定することになる。サンフ

ランシスコの場合は、憲章にマスタープラン決定

に関する規定がある。

サンフランシスコでは、マスタープランの決定

と運用は、都市計画委員会の機能と義務とされる

(3. 524節〉。修正も同様である。修正にあたり、都

市計画委員会は、それについての少なくとも 1回

の公聴会を開催する。その時間と場所の通知は、

公聴会の日付の20日以内に市の公式の新聞で少な

くとも 1回の公告によってなす。マスタープラン

あるいはその一部あるいはそれへの修正・拡張ま

たは追加の決定は、決議によって、委員会の全て

のメンバーの過半数を下らない賛成投票によって

成立する。そのような決議は、計画の全体または

一部を形作るよう意図されたレポート、プラン、

または記述されるなどした素材にはっきりと言及

するものとする。そして行われた決定はそのよう

な文書に記録され、そのコピーは市長および議会

に対し送付されるものとする (3.525節)。

この憲章にあるように、サンフランシスコでは

マスタープランは都市計画委員会の議決で決ま

り、議会と市長へは決定のコピーが送付されるだ

けである。議会が改めて決定することや市長が承

認することは求められていない。サンフランシス

コがこのような、州法の規定やほかの憲章市と異

なるやり方をとっている理由について、C1acobs

1980 p.42Jは次のように説明している。「たぶん、

その理由は、政治家たちが、その方針が彼らの日

々の決定と衝突するようなマスタープランの決定

を拒絶するのではないかと、憲章起草者が危慎し

たことと関係している。J(サンフランシスコは、

都市計画委員会の任命も議会ではなく市長であ

る)。

アメリカにおいても計画への F政治介入Jに対

する危慎が存在するのであろうか。わが国では先

の都市計画法改正において、都市計画を議会の決

議で決定するとした社会党案に対して、「政治介

入」に対するアレルギーが依然として大きいこと

を経験した。アメリカにおいて「政治介入」のメ

リット、デメリットがどのように捉えられている

か、議会が中心に進める場合、政治にはどのよう

な条件が求められるのか、今後さらに追求すべき

課題だといえよう。

(2)ゾーニング

(リゾーヱングー立法的決定)

さて、ゾーニング条例の決定あるいは修正もま

た立法的決定である。州法に規定された手続きは

以下のようである(憲章市には適用されない)

・通常の条例とは異なる決定プロセスが課せられ

る。すなわち、ゾーニング条例の決定、あるい

はある土地をひとつのゾーンからほかのゾーン

へ変更する、あるいは65850節にリストアップさ

れていて課せられていない規制(上述)を課す

る、あるいは諜せらている規制を除去または変

更するゾーニング条例の修正は、州法に規定さ

れた一定の手続きの下で行う (65853節)。

・ゾーニング修正の提案はまず、計画委員会に提

出されなければならない。計画委員会はそれに

基づき65090節に基づいて通知のなされた公聴

会を開催しなければならない (65854節)。公聴

会の後、計画委員会はその決定を書面の勧告と

して議会へ提出する。勧告には、勧告の理由、

つまり条例案あるいは修正案と当該ジェネラル

プランおよびスペシフィックプランとの関係を

含める。そして議会によって指定された形式と

やり方で議会へ伝達する (65855節〉。

-議会は計画委員会の決定を受け取ると公聴会

(65090節の通知による)を開催する(多少の例

外はある)(65856節〉。公告された公聴会に従っ

て、市議会は計画委員会の提案を認可、修正あ

るいは不認可とすることができる。ただし市議

会がそれ以前に計画委員会で考えられた提案と

は異なった形で提案を修正したいときは、その

修正案を計画委員会に照会し報告と提案を求め

なければならい。計画委員会はそのことについ

て公聴会を開催することは要求されていない。

計画委員会が、その照会から40日以内に報告し

なかった場合は、提案された修正案は認可され

たものとみなされる (65857節)。
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以上、基本的は流れはジェネラルプランの場合

と同じである。ただし、暫定ゾーニング条例につ

いては、 4/5以上の賛成を条件とするなど、より

厳しL、ハードルが課せられる(憲章市を除く サ

ンフランシスコについては後述〉。

(準司法的決定)

立法行為以外のゾーニングに関する決定は、一

定のゾーニング管理機構によって行う。州法に規

定されたそのような決定としては、ヴアリアンス、

条件付き利用許可の2種類があり、その決定手続

きは以下の通りである。

ゾーニングの管理のために、市または郡議会は、

条例により、ゾーニング調整委員会 (boardof 

zoning adjustment)、ゾーニング管理者事務所

(office zon泊gadminis位ator)、アピール委員会(board

of appea1s)を設立することができる (65900節)。

ゾーニング調整委員会あるいはゾーニング管理者

には、条件付き利用許可とヴアリアンスを発行す

る権限が与えられる (65901節)。ゾーニング調整

委員会、ゾーニング管理者がない場合は計画委員

会がその仕事を行う (65902節)。アピール委員会

は、ゾーニング調整委員会あるいはゾーニング管

理者の決定に起因するアピールを聴聞し決定する

(65903節)。アピール委員会がない場合は、議会が

その仕事を行う (65904節)。これらの決定にあた

っては65091節に基づいて通知のなされた公聴会

を開催する (65905節)。

立法的決定の後半の議会による手続きが省略さ

れた形である。なお、ゾーニング条例の修正、ヴア

リアンス、条件付き利用許可l品、ずれもCEQA

の対象となる。ただし、10000平方フィート以下の

建築プロジェクト、 3戸以下の住宅、土地にわず

かな変化しか与えないプロジェクトなどは除外さ

れる (21080節)。

(3)サンフランシスコのゾーニング管理

サンフランシスコにおけるゾーニングの修正手

続きおよびゾーニング管理等の原則は、憲章の第

5章「ゾーニング」に、具体的な手続きは、プラ

ンニング・コード第3編 (306節一〉に規定されて

いる。ここには、オフィス床規制を含むさまざま

な許可とその手続きがまとめられているが、基本

的なものは、プランニング・コードの修正 (302

節)、条件付き利用許可(303節)、 PUD(304節)、

ヴアリアンス (305節)、暫定ゾーニング(306.7節)

である。

(プランニング・コード修正の場合)

まず、プランニングコードの修正を取り上げる o

これには、土地の再分類(ゾーニングマップの変

更〉、コードのテキストの変更、あるいはセット

ノ〈ックラインの設定、廃止あるいは変更が含まれ

る。手続きは、誰がその修正を言い出したかで異

なってくる:

・修正は以下の3つのいずれかのイニシアチプに

よって開始される (302節、 306.1節)

1.議会メンバーによる条例提出

2.都市計画委員会の決議

3.利害関係を有する不動産所有者、賃貸人、あ

るいはその代理人による申請(コードのテキス

卜の変更以外の場合に限る)

・申請が出されると、ゾーニング管理者が、合理

的な期間内に公聴会の時間と場所を決定する

(306. 2節)。公聴会の時間、場所、目的は、ゾー

ニング管理者により、 1)申請者へ郵便で、2)

コードのテキストの変更の場合を除き、300フィ

ート以内の全所有者に少なくとの10日前に郵便

で、 3)少なくとも 1紙に、少なくとも20日前

に掲載することで、通知される (306.3節)。

・公聴会にあたって、ゾーニング管理者は必要な

調査とスタディを行い、彼の意見を公聴会の前

に計画委員長に提出する。それをもとに都市計

画局長の報告と勧告が公聴会に提出される

(306.4節)。都市計画委員会は、示された事実に

基づいて、提案された修正が公共上および福祉

から必要であると判断すれば、その全体または

一部を認可することができる。そうでなければ

認可しないことができる (302節(c))。

-都市計画委員会の決定は、公聴会が修了した日

から90日以内に提出される。この期間内に決定

しないと不認可とみなされる。議会がイニシア

チブをとった修正案の場合は、都市計画委員会

の決定は議会が委員会へ諮問をした日から90日

以内に提出される。この場合も、その期間内に
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決定しないと不認可と見なされる。ただし、議

会が決議により期限を延長し、その期間内に委

員会が決定を提出した場合を除く。

-都市計画委員会によって全体または一部が認可

されたならば、それらは認可決議と共に議会に

提出される。議会はその修正案あるいは一部を

多数決で決定することができる。都市計画委員

会が不認可とした場合は、ケースによって以下

のようになる:

1.議会のメンバーが提案したコードのテキスト

修正案については、議会は多数決によって決定

することができる。

2.議会メンバーが提出した土地の再分類、ある

いはセットパックラインの設定、廃止あるいは

変更をするよう提案された修正案については、

議会は、全メンバーの 2/3を下らない賛成に

よって決定することができる。

3.その他のあらゆるケースは、都市計画委員会

の不認可が最終決定となる。ただし、利害関係

者の申請によって開始された修正で、議会への

アピールの提出があった場合を除く。

・議会の公聴会はアピールがあった場合に開催さ

れる (308節)。

コードのテキストの修正案に関しては、議会は

変更を加えることができる。ただし、この変更は

都市計画委員会へ差し戻され、都市計画委員会は

新しい提案の場合と同様に公聴会を行う。ただし、

新聞による告知は不要。都市計画委員会の決定は

議会が委員会へ諮問した日から908以内に提出さ

れるものとする。その期間内に決定しないと不認

可と見なされる。ただし、議会が決議により期限

を延長し、その期間内に委員会が決定を提出した

場合を除く。

こうして決まったことについて、都市計画委員

会あるいは議会がイニシアチヴをとった修正など

は除いて 1年以内は同じものを再申請することは

できない (306.5節)。

(条件付き利用許可、ヴアリアンスなどの場合)

条件付き利用許可と PUDは、サンフランシス

コでは都市計画委員会による準司法的決定であ

る。条件付き利用許可の手続きは次の通り(303節〉

:当該不動産所有者、あるいはその代理人の申請

によって開始する。コード修正の場合とまったく

同様に公聴会が実施される。公聴会の後、都市計

画委員会は、一定の条件を満たしていると判断す

ると認可する。認可にあたって、付加的な条件が

謀せられる。準司法的決定なので、手続きはここ

で修了である。こうして決まったことについて、

I年以内は同じものを再申請することはできな

L 、。
ヴアリアンスは、ゾーニング管理者による準司

法的決定である。その手続きは次の通り (305節〉

:当該不動産所有者、あるいはその代理人の申請

によって開始する。申請が受理されてから30日以

内に公聴会がセットされる。通知は新聞への掲載

は不要。公聴会にあたってゾーニング管理者の決

定は、公聴会の結論が出た日から60日以内に提出

される。ゾーニング管理者がその期間内に決定し

損なうと、申請者に、都市計画委員会が次の定期

会合で決定する資格が与えられる。こうして決

まったことについて、 1年以内は同じものを再申

請することはできない。

暫定ゾーニング規制は、議員による発議の場合

は議会で、都市計画委員会あるいは住民による発

議の場合は都市計画委員会で、いずれも公聴会の

後、過半数の評決で決定する。

以上のように、サンフランシスコにおける各種

の決定では、都市計画委員会がかなりの権限を

もって活動している。その他の、 C-3地区の許

可審査、オフィス開発に伴う住宅付置義務、オ

フィス及びホテル開発のためのチャイルドケア

要件、近隣商業地区における条件付利用許可、オ

フィス開発制限もまた、決定の中心にいるのは都

市計画委員会である。

4. 2 公聴会

以上の土地利用計画・規制のさまざまな決定プ

ロセスにおいては必ず公聴会が持たれ、重要な位

置を占めている。アメリカの公聴会とはどのよう

なものであろうか。

公聴会もまた決定の種類によって性格が異な

り、立法的決定のための公聴会(legislativehearing) 
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と準司法的決定および行政的決定のための公聴会

(adminis回 tivehe訂ing)のふたつに分類される。後者

の場合、デュープロセスの原理から、正当な通知、

公正なヒアリングという要件が公聴会成立のため

に必須となる。前者の場合は、立法活動の一環と

して利害関係人の意見を広く聴取するということ

に目的があり、一般的ルールとしてはこれらは必

ずしも要件とならない。しかし州法は後者と同様

の通知を課している 2引。

(州法による公聴会の通知要件)

公聴会を開催するにあたっての通知に関するル

ールは、第2.7章「公聴会J(605090節~)に規定

されている。この章は憲章市に適用されない。

まず、ジュネラルプラン、ゾーニングの決定・

修正においてしばしば引用されてきた65090節は、

「公聴会の少なくとも10目前に、手続きを行ってい

る地方機関の法域内で一般的に出回っている少な

くともひとつの新聞に掲示する。新聞がない場合

は、その機関の法域内の少なくとも三つの公的場

所に掲示する」というものである。

提案された条例あるいは修正が不動産のすでに

許可された利用に影響を及ぼすときは、不動産の

所有者等、影響を受ける公共事業者、その不動産

の300フィート以内で、最新の不動産評価記録に示

された所有者すべてに通知を郵送するなど、より

厳格な条件を満たさねばならない (65091節〉。

通知はそれを請求した人へも出される (65092

節)。通知の受理を失敗しても、決定を無効にする

根拠にはならない (65093節)。通知には、日時、

時間、開催場所、公聴会を主催する機関あるいは

オフィサ一、検討される課題の一般的な説明、も

しあれば対象となる不動産の位置についての説明

を記す (65094節)。

(公聴会の進め方:ゾーニング修正の場合)

では、実際の公聴会はどのように進められるの

か、まず立法的決定であるゾーニングの決定(修

正)の場合を見ていこう。この手続きでは計画委

員会による公聴会が重要な位置を占める。州法で

は、憲章市にも適用される最低基準として、次の

ことが定められている。 (65804節〉

(a)あらゆる市/郡のゾーニング機関は、あらゆ

る利害関係者に周知するよう、ヒアリングの実

行のための手続きルールを決め印刷物にする o

(b)問題が論争になったときそして公聴会の日以

前に書面で要求があったとき、あらゆる市/郡

の計画機関は、確実にあらゆる公聴会の記録を

作成、保存し、そのコピーが適当な費用で利用

できるようにしなければならない。

(c)計画スタッフのレポートが存在するときに

は、そのレポートは公聴会の以前あるいは始ま

りに公にされ、公的記録の対象とする。

(d)公聴会が少なくとも10エーカー(=4 ha)の

区画のゾーンの変更の申請について開催される

ときは、勧告つきのスタッフレポートと勧告の

根拠を公聴会の記録に加える。

この節からうかがえるように、公聴会の進め方

について統一されたルールは存在しない。 [Book

!il0.38Jは、「通常計画委員会ごとに公聴会のルー

ルが異なっている。印刷されている場合もあるが、

公聴会に参加する計画局のスタッフあるいは計画

委員会の事務局のメンバーに聞かないとわからな

い場合もある。計画委員会での公聴会は非公式な

のでルールがないかもしれない。公聴会の前に、

弁護士が次のことを確認できればなおよい……」

とチェック項目をあげている。

以下、同書により公聴会の概要を見ていく:

・計画委員会議長が、ケースを番号で呼ぶ。地区

によっては証人の宣誓が行われる。次に計画局

がレポートを発表する。必要があれば勧告を発

表する。次に、申請者とその証人が呼ばれる。

簡単なケースでは、全体の発表を弁護士が行う。

複雑なケースでは、専門家の証言が必要となる

場合もある。次に反論が続く。証言の後、委員

会による討議にはいるが、その前に公聴会が閉

鎖される場合、両者に追加的な証拠の発表や疑

問へ答えるチャンスを与えるために、委員たち

が意見を述べている問もオープンのままにして

いる場合、などがある[Book!i10. 39J。

-証言は通常、質問に対して答える形式ではなく

意見陳述の形で行われる。多くの場合、リゾー

ニングのヒアリングでは、証人が呼ばれる前に、

弁護士がそのケースのアウトラインを説明し、
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証言する証人の数を示し、簡単にその証言の内

容を要約する[Books 10. 40J。リゾーニングの

公聴会で反対尋問が許されるべきか否かは不確

かである。立法決定へのヒアリングの公正ヒア

リング要件が行政決定へのそれと同じだとすれ

ば、反対尋問は許可されなければならない。し

かし、一般に計画委員会のルールは反対尋問を

許していない。一般的には、質問は委員会の議

長へ運ばれねばならず、その後に議長が適当と

考えたときに証人に質問を行う。専門家の証人

をその資格を問うことによって責める質問は計

画委員会では好まれない。好ましくない証言の

克服には、反対尋問より反論プロセスの方が用

いられる[Books 10. 42Jo 

・以上の意見陳述に基づいて計画委員会による決

定がなされる。すでに見たように、州法の下に

置かれた法域の計画委員会は、その決定と理由

を議会へ書面による勧告として送付する(65855

節)。ただし正式の理由説明書は法律では要求さ

れていない。多くの法域では正式の理由説明書

が作成される、しかしそれらはしばしば大雑把

である 30)。

計画委員会の勧告が議会に受領されると、議会

による公聴会の日取りがセットされる。ただし、

州法は計画委員会がゾーニング修正に反対した場

合は、開催する必要はないとしている(65856節一

例外がある 31)) [Books10.44J。議会による公聴

会の進め方も計画委員会の場合とほぼ同じである

が、いくつかの点で異なっている場合がある 32) 

[Book S 10. 45J。

(公聴会の進め方:行政ヒアリングの場合)

ヴアリアンスや条件付き利用許可のような準司

法的決定の公聴会も、ゾーニング調整委員会、ゾ

ーニング管理者などゾーニング管理機関は、その

進め方について独自のルールを決めることができ

る (65901節)。一般には次のように進行する:

公聴会が開始すると、まず計画局のプランナー

が申請の概要とソ、、ーニング条例との相違点を報告

する。その後、あらゆる証人を呼ぴ宣誓を求める。

続いて、申請者がプレゼンテーションを許され、

次に反対者が意見を述べる。反対者は1人または

少人数で意見を述べるのが望ましいとされるが、

大きな問題の場合は、大勢の反対者が出席し、少

なくともその半数が各々ワンポイントずつ発言す

ることも有用である。専門家の証言もまた有用で

ある。最後に申請者が反対者の証言に反論する。

公聴会の記録は、さらに裁判所に訴える場合の

重要な証拠となるので、ここで十分に議論を尽く

しておく必要がある[BookS10. 50J。デュープロ

セスのもとでは反対尋問がゆるされなければなら

ないというのが判例であるが、大部分のゾーニン

グ管理者は法律の専門家でなく、反対尋問は混

乱するだけで時間の無駄と考えている[Books 

10.61 J。決定は一般に出席者の過半数でなされる

[Book s 10. 65J。州法は事実認定を要求していな

い。条例が事実認定を要求していなければ、ゾー

ニング管理機関は少なくとも公式の認定書を作成

する必要はない[Books 10. 66J。

公聴会は、利害関係者あるいは当事者双方の意

見を聞くために開催され、公式のプロセスの中で

市民が直接意見を述べることのできる重要な場面

であるo 進行は、意見陳述→反対意見→反論とい

う流れで進められ、双方が証人をたてて意見を述

べることも可能である。当然に意見は最初から分

かれており、決定は主催する委員会等の採決に委

ねられる。さらに多くの場合(特に立法的決定の

場合)、決定に至った事実認定を明らかにすること

が必要である。議会では、市民的な論争になって

いるテーマの決定にあたって、どちらに投票する

かが個々の議員の政治生命をかけた選択になる可

能性がある。公聴会の開催が義務ではなく、決定

の理由が明らかにされず、責任の所在も不明確な

わが国のシステムとは全く異なっている。

4. 3 アピールと訴訟

(Exhaustion Doctorine) 

さて、以上のプロセスを経てなされた決定に不

服な人には、議会など、へのアピール、あるいは、

裁判所への訴訟という 2つの道が残されている。

ただし、土地利用決定について裁判所に提起でき

る課題は、公聴会の証言で提起された課題に限定

される。市はこの制限を適用することを望むなら
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ば、公聴会の通知にその旨の警告を添付しなけれ

ばならなL、(65009節(b)項(2)一この節は憲章市に
も適用される)。すなわち、土地利用計画・規制jを

めぐる決定に関しては、訴訟を起こす人は、法廷

へ持ち込む前に、条例に規定されたアピールプロ

セスによって、あらゆる行政上の救済を追及し尽

くさねばならない。サブディビジョン・マップや

CEQAIこも同様の規定が含まれており、この原則

は IExhaustionDoctor泊eJと呼ばれる。

65009節はこのような規制jを行う理由を、住宅危

機の下で、無闇な訴訟が土地所有者や地方政府が

プロジェクトを進行する自信に与える凍結効果を

防止するためとしている。

(アピール)

州法におけるアピールについての規定は以下の

通りである:

・ジェネラルプランの決定・修正に関して、議会

は、計画委員会の決定に対し市民が決定後5日

以内に議会へアピールすることができるよう手

続きを決定する。アピールは65090節に基づく公

聴会として行われる (65354.5節)。

・リゾーニングの場合、すでに見たように、計画

委員会がリゾーニング案に反対の決定をすると

原則として議会による公聴会は開催されない。

しかし利害関係のあるパーティが、計画委員会

が議会に勧告を提出した後5日以内に、議会の

事務官に書面を提出することで要求した場合は

公聴会が開催される (65856節)。

・ヴアリアンスなと、ゾーニング調整委員会あるい

はゾーニング管理者の決定に起因するアピール

は、アピール委員会が聴聞し決定する。その手

続きは地方の条例で規定される。アピール委員

会は、アピールされた命令、要件、決定を、全

面的あるいは部分的に覆したり、確定あるいは

変更し、なされるべき命令、要件、決定を行う

ことができる。そのような決定は最終的である

(65903節〉。アピール委員会が設立されていない

場合は、議会がアピール委員会の機能と義務の

すべてを行使する (65904節)。

サンフランシスコの場合は、都市計画委員会に

よるコードの修正案可決あるいは、条件付き利用

の不許可が、議会へアピールされる。アピールの

通知は都市計画委員会の決定から30日以内に書面

によって、その決定で影響を受ける不動産の所有

者の少なくとも20%によってなされる。議会はア

ピールに対して公聴会を開催する。都市計画委員

会の決定を覆すには、議会の2/3を下らない賛成が

必要となる (308.1節)。

ヴアリアンスなどゾーニング管理者による決

定・要求などは許可アピール委員会(Boardof 

Permit Appeals)へなされる。アピールの通知の期

間はゾーニング管理者の決定から10日以内。委員

会は、公聴会の後決定する (308.2節)。

(裁判による審査)

さて、行政内部での救済手段が尽きたならば、

裁判所へ向かう。裁判所へ訴える期限、審査の根

拠などもまた、決定の種類によって異なる。

立法的決定、すなわちジュネラルプラン、スペ

シフィックプラン、あるいはゾーニング条例の有

効性へ挑戦する訴訟の期限は120日である 88)。た

だし、住宅エレメントについては期限は2ヶ月と

短い (65009節一この節は憲章都市にも適用され

る)。またゾーニング条例と当該ジュネラルプラン

との一致原則に対する訴訟は90日以内になされね

ばならない (65860節)。

立法の決定に対してはいわゆる「司法部の抑制

(judical (self-)r凶回int)Jが働くとされる。すなわ

ち、可法審査にあたっては、裁判所は市民によっ

て直接選ばれた議員により構成される立法部の判

断を十分尊重し、自らの価値判断を持ちこまない

よう務めるというものである[Curtin1993 4CJ。

この考え方は伝統的にゾーニング権限に適用され

てきたが、ジュネラルプランが不備かどうかを争

うケースでも踏襲されている[Updatee 1. 6 J。

州法は、65301.5節でジュネラルプラン修正の決

定は立法行為であって、司法による審査は、議会の

決定が窓意的であったかどうか、まったく根拠を

欠いていたかどうかに限定されるとしている 34)

(65751節にも同様の規定)。

州法はまた、ジュネラルプランの不備に対する

訴訟が一定の期間内に行われるべきことを決めて

おり(65753節)、裁判所が不備だという決定を行っ
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た場合は、市あるいは郡はそのジュネラルプラン

を120日以内に修正すること、さらに、ゾーニング

との合致要件により、ゾーニングを120日以内に修

正することを求めている。修正の対象が住宅エレ

メントの場合については、さらに条件があり

(65754節)、住宅開発について、住宅供給の観点か

ら、裁判所による開発差し止めを禁止する節が追

加されている (65754.5節)。住宅エレメントが十

分かどうかの司法審査にはより厳しい条件が課せ

られている。なお、裁判所がジュネラルプランと

の不一致を指摘したら、市あるいは郡は60日以内

に一致させなければならない (65587節)。

一方、条件付き利用許可、ヴアリアンスなど行

政による裁決の性格を有する地方政府の決定につ

いては、裁判所は地方政府の判断の内容に立ち

入った審査を行う[Updatei}10. 67J。この場合の訴

訟の期限は90日である(65907節一憲章都市にも適

用される〉。

以上から主な着目点をまとめてみよう。1)個別

行為の許可をめぐる争いは直ちに裁判へ至るので

はなく、アピールという行政内システムが前置さ

れている。ただし、わが国の建築審査会や開発審

査会とは異なり、計画委員会の決定については議

会がこれにあたり(議会が最終責任を有し〉、公聴

会も行われる o 2)カリフォルニアにおいては、裁

判所は立法の判断すなわち政策や条例を尊重しつ

つ、その政策・条例に沿って行われる行政の決定

を厳しくチェックする。すなわち、裁判によって

解釈が行われ、土地利用計画・規制の基準が組み

立てられていく。いわば、わが国の通達の役割を

裁判所が果たしている格好である。

5. おわりに

以上のカリフォルニア土地利用計画・規制シス

テムを、できるかぎり単純にまとめると次のよう

になるだろう:1)規制や事業から自立した強力

な計画が存在する。2)ゾーニングを中心に詳細で

強力な規制が存在する。3)ゾーニングなど事前確

定的規制の画一性を超えるチャンネルが用意され

ている。その場合の根拠は計画に求められる。4)

裁量的判断が多用される。そのための手続きにお

いては公聴会を中心においたシステムが組まれて

いる。 5)計画と規制を決定する立法部門、それを

現実に適用する実行部門、判決を通して都市計画

の具体的基準を形づくる司法部門、という明確な

三権分立により相互にチェックが行われる。

このように見ると、 1980年代にアメリカ都市計

画がわれわれに見せた規制緩和と成長管理という

一見矛盾した姿は、決して矛盾ではなく、ひとつ

のシステムの相補的な2つの側面であるというこ

とがあきらかになるだろう。すなわち、厳しい規

制の一方に、公正な手続きを踏むことでその規制l

を変えることのできる多様なチャンネルが用意さ

れているのだ。これをひとことで言うならばJ詳
細で厳しいが弾力的な」土地利用計画・規制と表

現できるだろう。

翻ってわが国の都市計画をひとことで言えば

「緩やかだが硬直的」ということになる。サンフラ

ンシスコの例と比較してみればわかるように、わ

が国の用途地域は用途規制も形態規制も相当に緩

やかかつあいまいである。しかも、自治体は全国

一律のメニューから選ばねばならず、いったん決

まった用途地域を変更することは一般に困難であ

る。確かに規制lを緩やかにしておけば、それを変

更する必要性は小さくなるだろう。逆になるべく

変更しないという前提に立てば、緩やかにせざる

をえない。開発許可制度についても、施行令等で

詳細な技術基準が決められ、自治体の仕事は許可

というより確認に近いものになっているといわれ

る。さらに決定手続きの過程は十分に公開されて

おらず、結果についての争訴もほとんど不可能で

ある。許可手続きの過程についてはさらに不透明

である。

そして1980年代前半の一連の規制緩和措置はこ

の状惑を「緩やかで弾力的」な方向へ導こうとし

た。しかし、これは望ましい状態とはいえない。

優良な開発ならば一般規制をはずすとかボーナス

を与えるといった手法は、本来厳しい一般規制の

上で実効性を発揮すると考えられるからである。

このような日米の速いは何によってもたらされ

るのであろうか。それはゾーニングをめぐる歴史
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的な経過、それをふまえた州法と地方政府の条例

の関係の中、そして公聴会を中心に展開する許可

手続きの中に、端的に見て取れる。つまり、アメ

リカでは土地利用計画・規制は豊かな生活環境を

築くために所有権棺互の紛争を調整するルールと

して積み重ねられてきたとみることができる。そ

れに対し、日本の都市計画は、その歴史に見られ

るように土地所有権への国家による制限という形

で展開してきた。わが国では、一部に要綱行政の

ような突出した動きはあったものの、全体として

は、自らを律するルールを自ら生み出し運営する

というよりは、国の権威によりかかり国の基準に

従って行政を行うということがあたりまえのよう

に受け入れられてきた。 1991年の都市計画法改正

をめぐって、かなりの人々が基礎自治体の議会に

法定権限をもたせる社会党案に一定の理解を示し

つつも、時期尚早と判断した背景にはこのような

認識があったと考えられる。

このアメリカと日本の違いは、さらに言えば、

民主主義のあり方の違いへ帰着する問題であり、

彼我のギャップは大変に大きいといえよう。しか

し、地方分権、自治体独自の土地利用計画・規制

の進展というトレンドの下で、事前確定型の土地

利用計画・規制から協議型街づくりへの移行、マ

スタープランの創設などに踏み出したわが国の都

市計画にとって、もはやアメリカ型のシステムを

文化・社会風土が異質な他国のものとして単なる

観察の対象にとどめておくことはできないであろ

う。アメリカの土地利用計画・規制システムは今

までに増して真剣な調査と検討の対象とならねば

ならない。

*** 
本稿は、財団法人第一住宅建設協会の調査研究

『都市計画の日米比較 「成長管理政策」を中心に』

(五十嵐敬喜、野口和雄、福川裕一)の成果をもと

に作成したものである。

注

1)カリフォルニアとサンフランシスコを選択した理由

は、資料が比較的身近に得られたということ以外に深

い理由はない。おそらく、都市計画の先進地のひとつ

であることは間違いないであろう。

2)ポリスパワーについて[田中1991Jは「福祉機能」ある

いは「規制権限」と訳し「州が州民の健康、安全、道

徳その他一般の福祉を保護・向上させるために各種

の立法を制定・執行する権限であり」、「警察機能」と

訳す場合は、「日本語の警察が公共の福祉全般を示す

ポリスと比べると、その意味がかなりの程度において

限定されることに注意Jが必要だと述べている。

3)[Curtin 1993Jは、そのポリスパワーの内容について、

[Berm姐 v.Parker. 348 U.S. 26(954) Jにおける

William O. Douglas判事の次のような発言を紹介して

いる。

「公共の福祉の概念は幅広く包括的である。…それが

体現する価億は、物理的 Cphysica])なだけでなく精

神的 Cspiritual)であり、金銭的 Cmonetary)なだけで

なく美学的 Ca白出tic)である。次のようなことを規定

することは立法の権限に含まれる。コミュニティが衛

生的であるだけでなく美しくあるようにすること、清

潔なだけでなく豊かな空間とすること、パトロールが

行き届いているというだけでなくバランスのとれた

ものとすること。」

さらに同じダグラス判事が1974年に行った判決にお

ける次のような発言を紹介している。 [Villlageof 

Belle Terre v. Bora路 .416u.s.l. 9(974) J。これは戸建

て住宅の土地利用規制に関する村のゾーニング条例

を支持した判決である。

「庭がひろく、人聞が少なく、自動車が規制されてい

るような静かな場所では、家族の要求にあうような土

地利用プロジェクトのガイドラインは理にかなって

いる。この目標は、上記[Bermanv. Parker Jで認められ

たものだ。ポリスパワーは、不潔で悪臭が漂い不衛生

な場所の排除に限定されない。家族の価値、若者の価

値、そして静かな人里はなれた場所や新鮮な空気とい

う神の恵みがその場所を人身の聖域にするような場

所でゾーニングを行うことも含まれるのだ。」

4)ほかに政府ではないが一定の限られた機能を果たす

地区CDis凶ct)がある。地区には都市計画規制の権限は

ない。単に水道、警察などの需要に応えるだけである。

コミュニティサービス地区は都市の近郊で市街地を

形成しているが市とはなっていない地区である。これ

ら地区は計画やゾーニングの権限を持たないが、水
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道、下水、道路その他サービスをコントロールしうる

[Fulton 1991J。

5) [Update 1992J巻末リストによる。

6)[Update 1992J巻末リストによる。

7)サンフランシスコは市と郡が合体しており、正式には

I City and County of San Francis∞」である。

8)ほかに、あらゆる会合が公開されなければならないこ

とを規定したRalphM. Brown Act (Govemment Cod巴

:54959節以下)/地方政府の境界を変更する手続きを

規定したTheCorstese-Knox Local Govemment R∞r-

ganization Act (Govemment Code : 56000節以下)/広

告の規制に関するOutdoorAdvertising Act (Business 

and Professionals Code)/図形の廃棄物処理に関する

Integrated Solid Waste Management Plans (Public Reso-

urces Code : 40000節-41903節);などが解説書で紹

介されている。

9)特定の区域についての計画で、ジュネラルプランのよ

うな計画の方針と開発の具体的な基準とからなる。開

発の基準が含まれることから、ジュネラルプランの一

部であるエリアプランとは異なる。[Fulton1991Jは、

スペシフィックプランは、従来からのPUD(計画的

開発単位;一つの開発プロジェクト、通常は大規模プ

ロジェクトのために特別に書かれたゾーニング条例)

に代わるものであると説明している。

10)開発合意は、主に長期におよぶ大規模な開発につい

て、途中で土地利用計画・規制が変更しても、開発計

画が大きな影響を受けないように、地方政府とディベ

ロッパーがあらかじめ開発および開発負担の内容を

契約しておく制度である。契約には、負担についての

合意も含まれる。すなわち、開発合意を結ぶことで、

開発者側は開発既得権を得、地方政府側は負担金を得

ることができる。このことから、土地所有者の既得権

利、成長管理との関係から論じられる[Curtin1993J。

[Fulton 1991 Jも土地所有権に関する第11章でかなり

詳しく解説している。この解説によれば、1.成長管理

運動で将来とも現行の土地利用計画・規制が維持さ

れるとは限らなくなり、長期にわたる開発の場合リス

クが大きくなってきたこと、 2.プロポジション13で

財源が逼迫したこと、の二点が地方政府とディベロッ

ノfーを開発合意へ駆り立てる原因になったと指摘し

ている。

11)以下、主に[Game1989Jの解説による。

12)一定数以上の住民の署名により法案を発議するこ

と。

13)法案の可否を一般有権者の直接投票によって決定す

ること。

14)以下のようなプロジェクトも対象から除外される

(21080飾取り壊し許可、海岸および森林計画の決

定、その他大量交通機関の計画、カテゴリーによる免

除、など。1984年のロサンゼルスオリンピックに関連

するプロジェクトも除外された。カテゴリーによる免

除では19のカテゴリーがあげられている。10.000平方

フィート以下の建築プロジェクト、三戸以下の住宅、

「土地に僅かの変化しか与えなL、」プロジェクト、そ

して公園を生み出すための所有権移転など。

15)たとえば、次の問答は、マスタープラン不適合を理

由に開発を拒否された人の代理人(A)と、プランナー

(B)の公聴会における論争を想定したもので興味深

い。ごく一部を紹介する。 [Haar1989J : 

Ar私の言いたいことはマスタープランは単なる計画

家の知的エクサイズにすぎないのではないかという

ことだ。われわれ市民はそんなものに無関心だ。しか

し規制には関心がある。ゾーニング条例とあなたのマ

スタープランとはどのような関係にあるのか?J

B Iゾーニング‘は、個人の財産におよぶマスタープラ

ンの側面が実効性をもつようにするデノfイスだ。J

A Iそれでは、ゾーニングマップは土地利用計画なの

か。」

B r違う。」

A rあなたの言っている意味は、ゾーニングマップと

土地利用計画とは異なると言うことか?J

B Iそうだ。」

A rどう違うのだ?J

B rそう、たぶん大きな違いは「成熟度」のようなも
のだ。ゾーニングマップはある種の開発が差し迫って

いるという立場で地域を規制する。近い将来の開発が

差し追っていないような区域はゾーニングマップで

は表現されない。しかし土地利用計画の上には示され

る。」・・・

16)Standard City Planning Enabling Act -SPEA.これは

1992年に制定された標準州ゾーニング授権法St阻 d-

ard State Zoning Enabling Act -SZEAfこ続くもの。
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17)サプディビジョンについても一致要件がある

(66473.5節、 1974年制定)。その他については[GP

Guidelines 1990J第5章に詳しい。

18) [Update!i 2. 21 p.l9J 

19)[cu凶n19922B2Jは裁判所がそのような判断を下し

たふたつの判例を紹介している。

Lesher Communications， Inc. v. City of WaInut Creek， 52 

Cal. 3d 531 o 990)/Citizens of Go!eta Va1ley v. Board of 
Supervi切符 ofCounty of Santa Barbara， 52 Cal. 3d 553 

(990) 

20)H岨r:The Master Plan: An Impermanent Constitution. 

1955， Law and Contemporary Prob!emsをまとめたもの

と紹介している。

2l)[F叫ωn1991]はCEQAがこれとは全く逆の原則を持

ち込んだと指摘している。伝統的なゾーニングや計画

が、あらゆる土地をできる限り同じ様に扱おうとする

のに対し、CEQAは各土地や提案を個別的に扱うから

である。

22)このほか、 CalifomiaLand Conservation Act (51200節

-51295節、出eWilliamson Actとして知られる)が、開

発から農地を保存する効果を有する。同法は農業保存

地域 (Agricu!turalPr凶erves)を設定する。

23)1981年のリンケージ政策は、 OHPP(O伍ceHousing 

Production Program)と呼ばれ、 5万平方フィート以上

の商業ピルを建設する場合、一定の算式に基づいて算

出された戸数の住宅を建設するというものであった。

建設の方法は、自ら直接建設しても、ほかの者へ資金

を供給しでも、基金へ寄附しでもよい。この措置は、

CEQAに基づく影響緩和措置を法律的根拠として行

われた。「しかし、 83年2月、カリフォルニア州議会

は、CEQAの趣旨は開発プロジェクトによる環境への

物理的な影響の評価にあり、社会的経済的環境は対処

としないことを明確にした。このためOHPPは、法的

根拠を失い、サンフランシスコ市は独自の条例制定を

迫られたJ[大野1989J。

24) [GP Guidelin凶 1990p.213Jは、ジェネラjレプラン

とゾーニングが不一致になることを避ける意味から、

ジェネラルプランの修正とゾーニングの変更は可能

な限り同時に審理されることを推奨している。

25)この作業は rResidentia!Conservation Con加 !s-l主ccJ

と呼ばれている。

26)地方政府が開発者にどの範囲までの負担を課するこ

とができるかは長い論争のある課題である。1980年代

半ばまでは、この点に関する地方政府のポリスパワー

行使に好意的な状況が続いていた。1976年にはジェネ

ラルプランの実現をめざすことであれば、当該開発と

間接的な関係しかなくても負担を課しうるという州

司法長官の見解が出されている (59Ops. Atty Gen. 

129(1976))。地方政府の税収を制限するプロポジショ

ン13(1978)は地方政府のこの動きにさらに拍車をか

けた。しかし1987年、この流れに悼をさすノラン判決

が出された[Nollanv. Califomia Coasta! Commission， 

483 U.S.825 Cl987) J。また、州法第5章にいわゆるネ

クサス法が追加され、負鍍金賦課に一定の枠がはめら

れた[Fu!ωn1991J。

27)OPRの編纂した r1992 California Permit HandbookJ 

には、市あるいは郡の許認可事項として、ジェネラル

プランの修正、スペシフィックプラン、ゾーニング条

例の修正、特別/条件付き利用許可、サフ.ディビジョ

ン・マップの5つがあげられている。なお、イギリス

のカリングワースは「ゾーニング条例はしばしば単

に、ディベロッパーとゾーニング機関の議論の最初の

たたき台にすぎない」と記している[Cullingworth 

1993J。

28)同ハンドブック

29)このことから、リゾーニングの場合の公聴会の性格

をどう規定するかが論点となる。実態として準司法的

決定に近いと主張する立場からは、行政ヒアリングと

同等のデュープロセスが要求される。しかし一般には

この立場はとられていない[Book!i 10. 37 Fair Hear-

ing as AppliedωRezoning Hea住宅]。

30)次の議会による公聴会に備えるため、そのコピーを

入手することが重要としている。

31)条例でそのようにしないと決めている場合、アピー

ルがあった場合は開催される。

32)ロサンゼルス郡の場合、計画委員会が申請者の案に

賛成している場合は、反対者が先に証言する、という

例があげられている。これは反対意見がなければ、申

請は当然に認められるという理屈に拠っている。

33)この期限にもかかわらず、ある開発への反対を、ジェ

ネラルプランの不備を根拠に争うことは可能とする

判例がある[Curtin1992 2B12J。
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34 )principle of mandam usと呼ばれる原則。市民手続き

法(the Code of Civil Procedure) 1085節によって判断

される。
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The objects of this article is to grasp the system of 1and use p1anning and contro1 in 

Ca1ifornia State through the State Government Code and P1anning Code of San Francisco as clue 

to recognize American p1anning. Under the critica1 mind that the Japanese town p1anning act 

cou1d not dea1 with the urban prob1em causing overheated economy of 1980s because it does not 

improve the system itself but on1y add new too1s after another， 1 intend to grasp the American 

p1anning system and estimate the Japan巴seone re1ative1y. 

In the body of the article， after reviewing the basic subj巴cts1ike the p1anning power and 

the composition of re1ative 1aws， 1 discussed two points: 1. the framework of 1and use p1anning 

and contro1， 2. the process of adoption. As a result th巴 characteristicsof the Ca1ifornian 

1and use p1anning and contro1 system shou1d be summarized comparing with Japanese system as 

follows: 1. 10ca1 governments hav巴巴xt巴nsivepower of 1and us巴 p1anningand contro1 on the 

basis of po1ice power， 2. A powerfu1 p1anning exists being independent of contro1 and pub1ic 

works， 3. the contro1 power of zoning is v巴rydetai1ed and strong， 4. th巴reare another channe1 

by which the rigidity of zoning contro1s is avoid巴d.In such acase the genera1 p1an is to be 

the basis of permission. 5. Discretionary acts ar巴 usedin many cases， and through the process 

pub1ic hearing is essentia1， 6. L巴gis1ativebranch， ministeria1 branch and judicia1 branch are 

checked by each other. 

We may sum up the Ca1ifornian system to be “detai1ed/strict but elastic"， and Japanes巴

system“ambiguous/1oose and rigid". Th巴backgroundmay be regard巴das follows: in America the 

1and use p1anning and contro1 have been deve10ped as ru1es justify the dispute between inhabi-

tants aiming the better environment， whereas in Japan town p1anning have been deve10p巴das 

regu1ations to the right of 1and owner by nation. However under the trend of enhancing the 

10ca1 power and deve10ping their own planning system， the American land use p1anning and 

contro1 system shou1d be studied more serious1y. 




